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平成２８年塩尻市議会９月定例会 

総務生活委員会会議録 
 

○日  時  平成２８年９月１４日（水）  午前１０時００分 

○場  所  全員協議会室 

○審査事項   

議案第１号 平成２７年度塩尻市一般会計歳入歳出決算認定について中 歳入全般、歳出１款議会費、２款総

務費（１項総務管理費１４目市民交流センター費を除く）、３款民生費中１項社会福祉費８目国民

健康保険総務費、９目後期高齢者医療運営費及び４項国民年金事務費、４款衛生費（１項保健衛

生費１目保健衛生総務費、２目予防費、３目保健対策費、４目母子保健指導費、６目環境保全費

のうち合併処理浄化槽設置事業及び２項清掃費１目し尿処理費を除く）、８款土木費中１項土木管

理費２目交通安全対策費のうち交通安全対策事業諸経費及び３目輸送対策費、９款消防費、１２

款公債費、１３款諸支出金、１４款予備費、財産に関する調書 

○出席委員・議員 

委員長  横沢  英一 君        副委員長  平間  正治 君 

        委員  永井  泰仁 君          委員  中原 巳年男 君 

委員  柴田   博 君          委員  永田  公由 君 

議長  金田  興一 君 

○欠席委員 

       なし 

────────────────────────────────── 

○説明のため出席した理事者・職員 

省略 

────────────────────────────────── 

○議会事務局職員 

事務局長    青木  隆之 君     事務局次長  横山  文明 君 

議事調査係長  藤間 みどり 君 

────────────────────────────────── 

午前９時５７分 開会 

○委員長 皆様、おはようございます。それでは、ただいまから９月定例会の総務生活委員会を開会いたします。

本日の委員会は、委員全員出席しております。 

それでは、審査に入る前に理事者から挨拶があればお願いをいたします。 

────────────────────────────────── 
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理事者挨拶 

○副市長 改めましておはようございます。総務生活委員会を開催をいただきまして大変ありがとうございます。

平成２７年度決算ほか、御審査をいただく案件をお願いを申し上げます。御論議をいただきまして、原案どおり

お認めいただければ大変幸いに存じます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○委員長 では、本日の日程を申し上げます。当委員会に付託されました議案は、別紙委員会付託案件表のとお

りでございます。日程について、副委員長から説明をさせます。 

○副委員長 今回の委員会につきましては、本日とあすの２日間行わせていただきます。なお、委員会終了後の

現地視察は予定しておりませんので、よろしくお願いいたします。また、懇親会は９月定例会最終日に予定され

ておりますので、よろしくお願いいたします。以上であります。 

○委員長 それでは、ただいまから議案の審査を行います。発言に際しましては、円滑な議事進行のため委員長

の指名を受けた者のみの発言とし、簡潔明瞭な説明、質問、答弁を心がけていただくよう御協力をお願いいたし

ます。また、発言は必ずマイクを通していただきますので、スイッチ等には気をつけていただくようお願いをい

たします。議事進行への御協力をお願いします。 

なお、議事録作成のための文書変換アプリ、トークのテスト運用を行いますので、あらかじめ御承知をお願い

をしたいと思います。 

それでは、最初に普通会計の決算概要について、説明をお願いいたします。 

○財政課長 おはようございます。それでは冒頭ですね、大変申しわけございません。決算説明資料の中で誤り

がございまして、委員長の許可をいただきまして訂正済の差しかえの資料をお手元に配らせていただきました。

決算説明書の１５、１６ページの保育料の合計欄の誤りでございます。１５、１６ページを差しかえてごらんい

ただきますように、よろしくお願いいたします。大変申しわけございませんでした。 

それでは、決算概要について説明させていただきますけれども、お手元にＡ３に拡大しました決算カード、決

算状況をお配りしてございますので、こちらをごらんいただきたいと思います。Ａ３の決算状況をお願いいたし

ます。この決算状況につきましては、一般会計のほかに奨学資金貸与事業特別会計合わせまして、１つの普通会

計として整理をしたものでございます。また、会計間の繰り入れですとか、繰り出しといった重複部分につきま

しては、それぞれ相殺をして処理をさせていただいておりますので、よろしくお願いをいたします。 

（資料「平成２７年度普通会計決算状況」説明） 

○委員長 ただいま普通会計の決算概要について説明をいただきましたが、この件について質問はありますか。

審査していく中で何かありましたら、質問をいただきたいと思います。 

○副委員長 ２７年度決算全体をあらわす表なので全体が見えてくるわけでして、収支状況等御説明いただきま

したが、この数字上だけ見ていくと悪くない、むしろいい数字になっていると思います。ただし、交付税も税収

等の関係によって異なってきますし、難しい面もあると思うんですが、ただ、合併算定替で間違いなく減ってい

く部分もあるという中で、算定替で総額ではどのくらい減額なるのか、まず１点教えていただきたい。 

○財政課長 合併算定替で２６年度決算が５億４，１００万円の上乗せがございました。それが、２７年度が４

億４，３００万円でございましたので、約１億円の合併算定替の影響額の減少ということになってございます。 

○副委員長 全体で。 
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○財政課長 はい、全体でございます。 

○副委員長 じゃもう１点、経常収支比率について、９１．６ですか、これも本会議の中でも永井議員さんのほ

うから質問ありましたけれども、まずその経常的な経費、扶助費中心としてですね、ふえる分は仕方ないと思う

んですが、昨年の８６．８％から一気に９０％台に突入しているんで大変厳しい状況、ある意味で言えば黄信号

になってきていると思うんですけれども、この９０％台の水準について財政側としてはどういうふうにごらんに

なっているのか。税収が劇的に伸びるとか、そういうことが今の段階では考えられないわけで、もしかしたらこ

の９０％台が継続するか、あるいは少しずつまだ上がっていくかもしれないという状況を、まあそういうものな

のかというか、いたし方ないというふうに考えるのか、それは聞けば削減に努めるということになると思います

けれど、その見方っていうところを、正直なところをちょっと教えていただきたいと思います。 

○財政課長 この比率の上昇については、注意深く監視していかなければならない指標だというふうに考えてお

ります。全国平均も上昇しておりまして、全国平均２６年決算ですけど、１年前ですけれども９１．３％でござ

います。全国平均よりちょっと数値は高いわけでございまして、厳しい状況であるという結果でございます。先

ほど申しましたとおり、前年度に比べて市税収入が大きく減ったということで、その影響だけで３％上昇してし

まっておりますし、あとどうしても削減できないような義務的な経費というものもふえてきておりまして、国か

らも仕事が回ってくるというような状況がございます。どうしても減らせない経費もありますし、市税収入で変

動するところもありますけれども、これについては経費削減を取り組む中で、できるだけ財政の弾力化を図って

いく必要がございますので、繰り返し繰り返しのコスト削減への取り組みをしていくと、これに尽きるのかなと

いうふうに思っておりますし、そういった仕組みを行政経営支出の中で、包括予算によってですね、全体のコス

トを抑えていくという、こういった取り組みをしていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○永井泰仁委員 自主財源比率が、ようやく５０％を超える状況になっているわけですが、２７年度は、５１．

５％ぐらい。２８年度からまた若干５０％を割るような状況になるのかどうか、その辺の見通しについてお願い

いたします。 

○財政課長 ２８年度については、先ほど申しましたとおり２７年度の決算の特徴というのが、法人市民税の減

少がございました。交付税については、１年前の法人税収がカウントされました。したがって、２７年度は非常

に厳しい状況でございます。そういったものを踏まえて、２８年度については大きく算入された交付税の算定に

おいてですね、大きく算入された法人市民税収というものは減りますので、交付税の交付額というのはふえる要

素でございます。したがいまして、全体の一般財源の総額で考えてみますと、２７年度ほどの厳しさはないとい

うふうに今のところ財政見通しをしているところでございます。 

○永井泰仁委員 それともう１点、若干、本会議のときも触れましたけど、財政調整基金ね、２７年度はあれで

すが、２８年度はどんな状況になるでしょう。 

○財政課長 財政調整基金については、先ほど申しましたとおり積み立て、あるいは取り崩しをして、昨年度の

決算では前年比では約１，０００万円の減となりました。これは全額戻さずに取り崩した状態で決算を打ったと

いうことでございます。２８年度を見通しますと、今のところ取り崩しを予定しておりますけれども、留保財源
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を見通した中では、財政調整基金は、昨年度よりは繰り入れ戻しができるというふうな見通しをしてございます。 

○委員長 ほかにはいいですか。 

────────────────────────────────── 

議案第１号 平成２７年度塩尻市一般会計歳入歳出決算認定について中 歳入全般、歳出１款議会費、２款総

務費（１項総務管理費１４目市民交流センター費を除く）、３款民生費中１項社会福祉費８目国民

健康保険総務費、９目後期高齢者医療運営費及び４項国民年金事務費、４款衛生費（１項保健衛

生費１目保健衛生総務費、２目予防費、３目保健対策費、４目母子保健指導費、６目環境保全費

のうち合併処理浄化槽設置事業及び２項清掃費１目し尿処理費を除く）、８款土木費中１項土木管

理費２目交通安全対策費のうち交通安全対策事業諸経費及び３目輸送対策費、９款消防費、１２

款公債費、１３款諸支出金、１４款予備費、財産に関する調書 

○委員長 それでは、議案第１号平成２７年度塩尻市一般会計歳入歳出決算認定についてを議題といたします。

恒例によって歳出から説明をしていただきますが、たくさんありますので区切って行います。初めに歳出１款議

会費６６ページから２款総務費１項９目の支所費９１ページまでの説明を求めます。 

○人事課長 歳出のうち人件費につきまして御説明をさせていただきます。人件費は各課共通で当該科目ごと備

考欄に、一般職の正規職員につきましては職員給与費として、また、嘱託員につきましては嘱託員報酬、臨時職

員につきましては臨時職員給与費でそれぞれ計上してございます。原則として、各課の説明は省略させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議会事務局次長 それでは決算書６６、６７ページをお願いいたします。１款１項１目の議会費からお願い

いたします。平成２７年度決算額の総額につきましては２億２，３００万円余でありまして、前年度対比９００

万円余の減となっております。６７ページ、備考欄をお願いします。最初の丸、特別職給与費の最初の黒ポツ、

議員報酬８，８３３万９，０００円余、次の黒ポツ、議員期末手当２，９３３万９，０００円余につきましては、

議員１８人分の報酬手当であります。その下の議員共済給付費負担金５，８８５万円余でありますが、市議会議

員共済の負担金率が５２．８％から６３．７％に改定されたことに伴いまして、前年度対比１，０００万円余の

増額となっております。 

白丸１つ飛びまして、議会活動費につきましては、５つ目の黒ポツ、費用弁償２２６万９，０００円余につき

ましては、常任委員会行政視察、会議出席等に伴う費用弁償であります。４つ下の黒ポツ、印刷製本費３００万

７，０００円余につきましては、議会だより４回の印刷製本費であります。議会費については、以上であります。 

○人事課長 それでは、２款総務費１項総務管理費１目一般管理費のほうをお願いいたします。まず最初の白丸、

嘱託員報酬でございます。１つ目の黒ポツ、嘱託員報酬でございますが、こちらは１３人分の庶務課、秘書広報

課等の嘱託員、あるいは産休代替等の嘱託員分でございます。 

次の６８、６９ページをお願いいたします。最初の白丸、特別職給与費でございます。こちらにつきましては、

理事者２人の給料、手当でございます。 

次の白丸、職員給与費でございますが、これの１つ目の黒ポツ、一般職員給料につきましては、一般職員７９

人分の給料でございまして、これにつきましては総務部、協働企画部、会計課等の職員に対する給料でございま

す。その下の黒ポツ、一般職手当につきましては、５億９，８００万円余のうち退職手当につきまして２４人分、
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３億８，５００万円余として支払ったものでございます。前年度対比でございますが、２人ふえましたが２００

万円ほどの減となっております。 

その下の白丸、臨時職員給与費でございますが、こちらは緊急対応の臨時職員９人分の給与費でございます。

以上でございます。 

○庶務課長 続きまして、上から４番目の白丸、一般管理事務諸経費６８７万円余について、主な内容を説明し

ます。最初の情報公開審査会委員報酬３万円余でございますが、塩尻市情報公開条例の規定に基づき設置した情

報公開審査会の委員報酬２回開催の延べ９人分でございます。２行下、消耗品費３７０万円余は、印刷機及び用

紙のインク代等の代金です。３行下、弁護人委託料３１万円余は、市が委託している弁護士に対する簡易な相談

等の委託料です。３行下、印刷機等使用料１５８万円余は、カラー印刷機１台、白黒印刷機２台、プロッター１

台、紙折り機１台、丁合機１台の使用料でございます。以上です。 

○秘書広報課長 次の白丸、秘書事務諸経費５３１万１，０００円余でございますが、主なものでございますが、

最初の黒ポツ、市長表彰等記念品代でございますが、こちらは１１月３日実施されました市長表彰式における有

功表彰７名、善行表彰１団体の記念品代、それから義務教育９カ年皆勤記念品代ということで１６人分の記念品

代でございます。１つ飛びまして黒ポツ、交際費１００万２，０００円余でございますが、こちらは市長の対外

的な活動の交際上必要な経費ということで、市政功労者への慶弔費等でございまして、件数につきましては１９

１件でございます。それから、下の方に飛びまして全国市長会負担金３５万７，０００円、県市長会負担金８７

万９，０００円につきましては、全国、県市長会の運営費等の関係の負担でございます。それから１つ飛びまし

て、信州塩尻会事業補助金２７万９，０００円余でございますが、こちらは東京、名古屋、関西塩尻会の通信運

搬費、会場費等の負担金でございます。以上であります。 

○庶務課長 一番下の白丸、庁舎施設管理費５，５２６万円余でございますが、一番下の行、電力使用料１，５

５５万円余は庁舎の電気使用料でございます。ページめくっていただいて７１ページをお願いします。２行目、

営繕修繕料３００万円余は、庁舎等の関連施設の修繕に要したものでございまして、例としましては、北側浄化

槽の敷鉄板工事で６９万６，０００円余、それから議会中継のデジタル化工事で４９万４，０００円余、また、

３階の湯沸かし室のガス貯湯式の湯沸かし器の交換で２６万４，０００円余などでございます。３行下に、電話

料７２５万円余でございますけれど、これは市役所から発信した電話の通信料等でございます。６行下に、庁舎

管理業務委託料８４２万円余がございます。庁舎の日常清掃、定期清掃、外側のガラス清掃、それから空気環境

測定、水質検査等の委託料でございます。１１行下に、電話交換業務委託料６１４万円余でございます。これに

つきましては、外部から市役所に着信しました電話を各課等に取り次ぐ電話交換業務の委託料でございます。 

次の白丸、平和祈念事業６５万円余の主なものでございますが、費用弁償の５４万円余でございまして、ヒロ

シマ青少年平和の集いと平和記念式典へ参加した市内中学生の生徒の旅費等の費用弁償でございます。以上です。 

○選挙管理委員会事務局長 次の白丸になりますけれども、固定資産評価審査委員会費ですけども、決算説明資

料では３４ページになりますが、支出済額は２４万４，０００円余でありました。主なものは、委員報酬の１９

万９，０００円余で、これは固定資産税の評価額に係る不服審査の申し出が２件ありましたので、委員会を計７

回開催し、出席された委員３人に対して、それぞれ日額９，５００円を支払ったものでございます。以上です。 

○秘書広報課長 一番下の白丸、都市交流事務諸経費でございますが、こちらのほうの主な内容につきましては、
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下から３つ目の黒ポツ、有料道路等使用料、こちらは姉妹都市訪問に伴う有料道路代でございます。一番下の黒

ポツ、都市交流協会補助金でございますが、こちらのほうは都市交流協会の経費に対する補助金ということでご

ざいます。以上です。 

○人事課長 それでは７２、７３ページをお願いいたします。まず、一番上の白丸、人事事務諸経費２，３００

万円余でございますが、中ほどの黒ポツ、職員採用試験事務委託料でございます。これにつきましては、公益財

団法人日本人事試験研究センターに教養試験、専門試験、また、職場適応検査につきまして事務委託をしている

ものでございまして、職員採用試験に昨年は応募者１２６人に対しまして、この４月に２８人を採用したという

状況でございます。その３つ下の黒ポツ、人事給与システム使用料でございます。このシステムは富士通株式会

社のシステムでございまして、人事給与の制度改正に対応したため前年度より５００万円ほど増となっておりま

す。その２つ上の黒ポツでございます。人事給与システム改修委託料１８０万円余でございますが、昨年の９月

定例会に補正をお認めいただきました予算でございまして、先ほどの人事給与システムにおきまして、マイナン

バー制度に対応したシステムの改修費でございます。以上でございます。 

○庶務課長 次の白丸、車両管理諸経費１，８８１万円余の主なものは、２行下の燃料費で２４９万円余、庶務

課が所轄します公用車のガソリン代及び軽油代等でございます。６行下、自動車等借上料１，２２０万円は、庶

務課が所轄しております公用車７台分のリース料に、民間から借り上げております大型バスの賃借料でございま

す。 

次に、２目文書広報費でございますが、最初の白丸、文書事務費２，６９５万円余の主なものでございますが、

３行下、郵便料１，９９０万円余は、市から発送します郵便物等の郵送料等でございます。その下の行、例規管

理システム委託料３８４万円余につきましては、条例例規に関する職員向け、それから市のホームページにおけ

る閲覧用のシステムの更新並びに管理に関する委託料でございます。以上です。 

○秘書広報課長 次の白丸、広報公聴活動事業３，９１３万５，０００円余でございますが、主なものといたし

ましては最初の黒ポツ、行政チャンネル放送番組審議会委員報酬ということで、年に１回行っております委員の

報酬でございます。下から５行目にございますが、印刷製本費１，０７０万５，０００円余でございますが、こ

ちらのほうにつきましては広報しおじりを毎月２回発行ということで、２万２，０００部の印刷製本費でござい

ます。ちなみに２８年度からは月１回という発行になっております。それから、ページをおめくりいただきまし

て７４、７５ページをお願いします。７５ページの備考欄をお願いしますが、最初の上の黒ポツ、有線テレビ広

報事業委託料でございますが、こちらのほうは行政チャンネル業務委託料６７３万９，０００円余、こちらは番

組制作の撮影、編集、送出機器、配線の保守管理の業務料でございます。もう１つ下になりますが、有線テレビ

広報事業委託業務費でございますが、こちらのほうはテレビ広報しおじり、１５分番組でありますけど、こちら

の制作、放映等の業務委託料でございます。それから次になりますが、広報配送仕分作業委託料１５５万６，０

００円余、それからその下の広報配布委託料５２５万２，０００円余でございますが、こちらのほうは広報紙の

配送仕分けをシルバー人材センターに委託した業務料でございます。こちらのほうにつきましては、自治会を通

じて配布して行っておりますが、未配布世帯につきましては市の出先機関、コンビニ、スーパー、駅等に配置を

しております。また、ホームページのほかにも、今年度からはスマートフォン用の専用サイトｉ広報紙というこ

とでアプリでも配信を行っております。それから９行目でございますが、ホームページ管理システム使用料、そ
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れから声の広場・緊急メールシステム使用料、それぞれこちらのほうは業者のほうに、システムに伴う利用対応

のリース料でございます。以上であります。 

○会計管理者 続きましてその下、３目会計管理費、会計事務諸経費決算額１，５１４万４，１４５円でござい

ますが、３つ目の黒ポツ、印刷製本費１４２万１，８４７円につきましては、決算書及び支払い通知書等の印刷

代でございます。６つ目の黒ポツ、財務会計システム改修委託料１０９万６，２００円につきましては、マイナ

ンバー制度に対応するための基幹型システムの改修委託料でございます。 

その下の白丸、新規事業でありました公共料金明細事前通知サービス導入事業８７万９，６７１円は、公共料

金、水道、電気、電話料等の支払い方法を納付書払いから口座引き落としに随時変更してまいりました。以上で

ございます。 

〇財政課長  次の４目財政管理費、財政管理事務費につきましては、これは財政係の一般事務経費でございま

す。以上でございます。 

○庶務課長 その下の白丸、契約事務諸経費４７３万円についてでございますけど、一番下の財務会計システム

使用料３９１万円余は、本市に導入された同システムのうち、契約管理業務にかかわる部分のリース代金でござ

います。以上です。 

〇財政課長  次に５目財産管理費、この嘱託員報酬につきましては、登記事務に係る嘱託員１人分の報酬でご

ざいます。 

おめくりいただきまして、財産管理事務諸経費でございます。主なものにつきましては、上から８つ目になり

ます黒ポツ、全国市有物件災害共済会分担金、これにつきましては公用車１５８台、それから建物２３４施設、

これらに対する保険の掛金でございます。その下の特殊建物定期報告委託料につきましては、前年度決算より６

０万円ほど減額となっておりますけれども、建築基準法に基づきまして施設の防火構造等について点検を行うと

いうものでございまして、建物の用途によりまして毎年行うもの、あるいは２年に１回、３年に１度のものがご

ざいます。２７年度につきましては、小坂田公園のプール、それから保育園１３園、レザンホールほか全体で３

０件の建築物を実施したものでございます。それから、１つ飛びまして、市道分筆測量等委託料につきましては、

以下に明細を示してございます。売却土地の境界確定、路線等の分筆、あるいは測量等を行ったものでございま

して、合計で２３カ所測量した、実施をしたものでございます。次の、固定資産台帳整備業務委託料につきまし

ては、平成２９年度までに新地方公会計の制度に基づきます財務処理の作成が求められております。そのために

必須となります台帳を整備したものでございます。それから３つ飛びまして、土地等賃借料４，０４６万円余で

ございます。これにつきましては、決算説明資料の８７、８８ページに明細がございますので、またごらんいた

だければと思います。次の大堤公園事故賠償金、これにつきましては市が所有しまして、床尾区が管理をしてお

りましたため池におきまして保育園児が溺れて死亡したという、大変お気の毒で悲しく遺憾な事故でございまし

た。相手方との和解に基づき、お支払いをいたしました賠償金でございます。 

それから、次の白丸の基金積立金と次のページになりますが、土地開発基金操出金につきましては、これは決

算説明資料で説明したいと思いますので、決算説明資料の３１ページをお願いいたします。決算説明資料の３１

ページ、基金運用状況をお示してございますけれども、一番上の財政調整基金、２６年度末残高があって積立金、

繰入金、それから２７年度末残高とございます。財政調整基金積立金の欄でございますけれども、これにつきま
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しては２６年度の決算剰余金の２分の１以上の額を積み立てたものとプラス、広く市民福祉のために匿名の市民

からの３億円の寄附金がございました。こちらについては年度を越えて制度検討するために、財政調整基金に積

み立てたものでございますし、ほかサラダトークからの寄附金１，０００万円、それからふるさと寄附金のうち

市長にお任せというメニューがございます。市長にお任せというメニューを指定された寄附金の２分の１、１，

３００万円余を積み立てたものでございます。なお、右側の繰入金の欄６億６，７００万円余を繰り入れた状態

で決算をいたしまして、２７年度末残高につきましては３７億９，５００万円余ということで、１，０５０万円

余の前年度末残高より減となったものでございます。 

それから２つ飛びまして、減債基金の繰入金２億円がございます。これは、市民交流センターの建設に充当い

たしました市民公募債、ワイン債でございます。２億円の一括償還に備えまして、２２年度から２６年度まで４，

０００万円ずつ積み立てをしてきたものでございまして、２７年度は満期一括償還を迎えたということで２億円

取り崩したというものでございます。それから、１行飛びまして市営住宅整備基金、これにつきましては雇用促

進住宅のみどりが丘住宅の住宅使用料のうち１，０００万円を修繕費用として積み立てをしたというものでござ

います。 

それから、下から３つ目になりますけれども、土地開発基金につきましては、土地開発公社への１年ごとの貸

し付けを改めまして、長期貸し付けを行うために２億１，０００万円を取り崩したというものでございます。 

ほか、それぞれの基金、ふるさと寄附金を積み立てをさせていただきましたので、恐れ入りますが１枚お戻り

いただきまして、２８ページをごらんいただき、ちょっと説明をさせていただきたいと思います。２８ページに

寄附金の状況（現金分）ということでお示ししてあります。上の方の信州しおじりふるさと寄附金、これが昨年

度９３５件、１億４８万９，０００円の御寄附をいただいたものでございます。この使途目的、指定された応援

していただく事業でございますけれども、一番上の地域ブランドを構築するための事業として２，６４６万２，

０００円寄附をいただきました。これについては、協働のまちづくり基金に全額を積み立てるということにして

いるものでございます。 

その下の子育て世代に選ばれる地域を創造するための事業、育てる、育マチしおじりというメニューでござい

ます。こちらを支持していただいた寄附については１，４３６万円御寄附いただきましたけれども、こちらにつ

いては事業へ充当してございます。保育所運営費、それから、にぎやか家庭応援事業、こちらのほうに事業充当

をさせていただき活用させていただきました。 

その下の森林の保全及び森林の公益的機能を維持増進するための事業、２１世紀への贈り物というメニューで

ございます。こちらの寄附金につきましては全額、森林環境保全基金のほうへ積み立てをさせていただき活用さ

せていただくことにしております。 

その下の、その他市政に関する事業、市長にお任せのメニューでございますけれども、先ほど申しましたとお

り、この寄附額の半分を財政調整基金に積み立てをし、残り半分を知恵の交流基金に積み立てをさせていただい

たということにしたものでございますので、よろしくお願いいたします。 

決算書にお戻りをいただきまして、財産管理費につきましては以上でございますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○企画課長 それでは、決算書７８、７９ページをお願いいたします。６目の企画費でございます。決算額全体
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で６，７５８万円余でございまして、２６年度決算に比べまして３，０００万円余の増加となっております。こ

れは新たにシティプロモーション事業、移住定住促進事業に取り組んだことが主な要因でございます。 

それでは、決算書備考欄の白丸、企画調整事務費でございます。最初の黒ポツ、公の施設指定管理者選定審査

会委員報酬３万６，０００円余でございますが、５人の委員によりまして３回開催をいたしました。指定管理の

更新を向かえましたレザンホール等のほか、新設の大門三番町、四番町、介護予防交流施設につきまして事業者

を選定をいただいた委員報酬であります。 

次の白丸、行政評価推進事業１３万円余でございます。市民、有識者からなります行政評価委員会を開催をい

たしまして、市民意見を行政経由のＰＤＣＡサイクルに反映をしたものでありまして、それにかかわる委員報酬

であります。 

次の白丸、広域行政推進事業につきましては、松本広域連合の議会総務費の負担金。 

その下の知の拠点推進事業９８万円余でございます。新規事業でありまして、信州大学と共同研究をいたしま

した。シティプロモーション移住定住促進の基礎データとなるアンケートの実施、あるいは本市をフィールドと

した実証実験等を進めたものであります。 

次の白丸、シティプロモーション事業３，９４４万円余でありますが、新規の大型事業であります。上から４

つ目の黒ポツ、寄附謝礼品２，６２５万円余、ふるさと寄附の返礼品にセイコーエプソン株式会社の主力製品、

プリンター等を加えプロモーションを図ったところ大変大きな反響がございました。総額１億４８万円余の寄附

をいただいたところでありますが、その返礼品の購入費であります。６つ下でございます。シティプロモーショ

ン推進プランの策定委託料４６１万円余でございますが、戦略及びアクションプランの策定、シンクタンクに委

託したものであります。１つ飛びまして、シティプロモーション推進事業負担金５９０万円余でございます。さ

きに申し上げましたシティプロモーション推進会議、これを活動協議会に移行いたしまして負担金を拠出いたし

ました。各種ＰＲ活動、市内体験ツーリズム等を実施したところでありまして、これには国の地方創生の上乗せ

交付金を充当したところであります。 

次の白丸、移住定住促進事業５９０万円余、これも新規事業でありまして、新たな取り組みといたしまして、

地域おこし協力隊２人を任命をいたしました。主な内容につきましては、一番上の地域おこし協力隊員報酬２人

分、下から２つ目の地域おこし協力隊活動補助金２２３万円余でありまして、特別交付税として措置されるもの

であります。 

おめくりいただきまして、８１ページの一番上の白丸であります。プロスポーツ支援事業７３５万円余であり

ますが、これは松本山雅Ｊ１昇格にかかわる支援経費でありまして、首都圏等のチームと８試合、ＪＲ塩尻駅、

アルウィン間のシャトルバスの運行を補助した内容であります。また、３つ目の黒ポツでありますが、５００万

円の追加出資を行ったところであります。私からは以上でございます。 

○情報政策課長 続きまして、７目の情報開発費をお願いいたします。支出済額２億１，０５８万５，０００円

余でございました。まず、最初に翌年度繰越額についてお願いします。繰越明許ということで総務省から求めら

れておりますセキュリティの強靱化ということで、補正でお願いしたところでございますけれども、委託事業と

して事業執行できずに２８年、翌年度に繰り越しを３，０００万円余いたしております。 

それでは備考欄のほうから事業の説明をいたします。上から２つ目の白丸です。住民情報等電算システム管理
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事業２，６９７万２，４１１円でございました。主な内訳としましてはシステム保守委託料としまして１，８０

０万円余。内訳は番号制度、マイナンバー関連の住基システムに４４０万円、税務システムに５６０万円、宛名

システムに７９０万円というものでございました。次の黒ポツでございます。電算機器使用料ということで２９

４万３，０００円余。１つ飛びまして、中間サーバ・プラットフォーム利用負担金ということで５５８万６，０

００円でございました。 

次の事業でございます。行政情報等ネットワークシステム整備事業として５，５８３万３，５７５円でござい

ました。主な内訳でございますが、システム保守委託料１６１万６，９７６円。内訳といたしまして、全庁型の

地図を扱いますＧＩＳ運用等保守業務委託料でございますが１３５万円、それからＬＧＷＡＮ関連機器等保守委

託料２６万６，９７６円でございました。次の黒ポツ、パソコン等使用料でございます。２，０２５万８，００

０円余、電算機器使用料３，２０４万５，２６４円、それから総合行政ネットワーク運用負担金として１９１万

３，１７５円でございました。 

次の事業でございます。白丸、塩尻情報プラザ・ネットワーク運営事業でございます。９，４３６万６，４８

６円でございました。主な内訳でございますが、電話料として５８６万７，４２４円、指定管理料として、塩尻

情報プラザ指定管理料７，１４９万６，０００円。次の黒ポツ、拠点施設機器更新委託料として１１６万６，０

００円余、パソコン等使用料として７９５万２，０００円余、支障移転等工事の工事代として３１６万２，００

０円余、それから各種協議会等負担金として５５万５，０００円余ございますけれども、内訳はＪＰＮＩＣの年

間費３０万円、ＪＰドメインの登録料１５万５，０００円余、ＩＰアドレス維持料１０万円余でございました。 

次の事業でございますが、情報処理事務諸経費として主に消耗品関係ですが５６４万４，４０１円でございま

した。主な内訳としまして、消耗品費として２８０万７，７０４円、それからしばらく飛びまして、パソコン保

守点検委託料２０３万３，６５６円。内訳は財務会計システム改修業務委託料として１１８万８，０００円、光

音声伝送システムとして、ほか８件ございますが、８４万５，０００円余でございました。 

次のページにお願いをいたします。上から３行目、分散型無線ネットワーク事業でございます。３９７万２０

０円でございました。主な内訳でございますが、１つ飛びまして無線装置保守点検委託料として、アドホック無

線ネットワーク運用管理業務委託料３９３万９，８４０円で行いました。 

次の事業でございますが、グループウェアシステム運用事業９４７万７，６４８円でございました。主な内訳

でございますが、パソコン保守点検委託料が２２０万３，２００円、それから電算機器使用料として７２７万４，

４４８円でございました。 

次の事業でございますが、印刷管理システム運用事業３８３万３，５６６円でございました。主な内訳として、

１つ飛びまして、電算機器使用料として２６１万４，０３２円。内訳としまして、印刷管理システム使用料が１

０４万９，０００円余、それからタブレット会議システム使用料として１５６万４，０００円余でございました。 

次の事業でございますが、オープンデータ活用事業でございます。３１６万４，４００円でございました。こ

れは県の元気づくり支援金を利用しまして、オープンデータの活用推進をした委託料でございます。 

次に、信州テレワーク誘致促進事業でございます。７３２万２，４００円でございました。これは県のテレワ

ーク事業とセットでございまして、テレワークを使って就業する方が、働きやすくデータ収集をするためのアプ

リケーションの委託料として支払ったものでございます。私からは以上でございます。 
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○地域振興課長 ８目地域づくり振興費をお願いいたします。備考欄最初の白丸、地域づくり事務諸経費１２８

万２，０００円余でございますが、地域づくり係の事務処理にかかわります経費でございまして、臨時職員の賃

金が主なものでございます。 

次の白丸、行政連絡諸経費４，８０７万４，０００円余でございますが、最初の黒ポツ、行政連絡長報酬６６

人分の２，９４４万円余、それから下から２つ目の黒ポツ、行政連絡委託料１，７２７万円余が主なものでござ

います。この委託料につきましては、行政連絡事務及び広報紙等の文書配布事務に係ります委託料でございます。 

次の白丸、コミュニティ活動支援事業１，９３４万８，０００円余でございますが、最初の黒ポツ、ふれあい

のまちづくり事業補助金は、各区が行いました地域の活性化を図る事業に対しまして、交付金を補助したもので

ございます。地域づくり事業といたしまして、野村区の運動公園のトイレ整備事業のほか６件の補助といたしま

して２９７万１，０００円、また、ずくだし事業といたしまして、みどり湖区に対しまして、みどり湖広場の立

木伐採事業に対して２０万円、合わせて３１７万１，０００円を交付したものでございます。次の黒ポツ、集会

所改修事業補助金でございますが、これは吉田１区の第八常会集会所の改修工事など、その他３つの区へ合わせ

て２６７万７，０００円を交付したものでございます。その下の黒ポツ、コミュニティ助成事業補助金。宝くじ

の収益金を財源といたしまして、自治総合センター、それから長野県の市町村振興協会が行います補助制度でご

ざいまして、大門三番町区の公民館の備品を整備する事業ですとか、本山区の防災倉庫の整備や防災備品の整備

に係る補助など合わせて６件、１，３５０万円を支出したものでございます。 

次の白丸、防犯灯管理事業の最初の黒ポツ、防犯灯設置改修補助金２６３万５，０００円につきましては、Ｌ

ＥＤ防犯灯として新規、あるいは改修をされました一般防犯灯、それから指定防犯灯合わせまして１５２基に対

する補助でございます。ページをおめくりいただきまして、８５ページの最初の黒ポツ、指定防犯灯電気料補助

金１７５万３，０００円余でございますが、集落と集落の間にあります指定防犯灯６３８基の維持管理をしてい

ただいております区等に対しまして、電気料を補助させていただいたものでございます。 

次の白丸、地域活性化プラットフォーム事業１６６万２，０００円余につきましては、一番下の黒ポツ、地域

活性化支援事業交付金１６５万４，０００円が主なものでございまして、地域が主体となって身近な課題を解決

していく緊急的な整備事業、あるいは改修事業、人材の育成につながる事業などに対しまして、交付金を交付し

たものでございます。２０万円を上限といたしまして、各地区に子供みこしの製造ですとか、地区のお宝マップ

の印刷、あるいは地区の歴史案内のための看板設置などの事業に交付したものでございます。 

次の白丸、コミュニティ活動支援事業（繰越）分につきましては、先ほどちょっと話ありました、昨年３月に

補正予算対応させていただきました床尾区公園内の池の周囲へのフェンス設置工事に係ります７９万９，０００

円でございまして、事業が翌年度にかかったことから繰越明許の手続をとらせていただきまして、昨年４月に工

事が完了したものでございます。 

続きまして、９目の支所費でございます。支所費につきましては備考欄白丸、片丘支所管理運営費、以下支所ご

とにお示ししてございますが、各支所ほぼ共通しておりますので、８５ページの片丘支所の管理運営費を例に御

説明申し上げます。主なものといたしましては、最初の黒ポツ、臨時職員賃金、こちらは１人分でございまして

８１万５，０００円でございます。そこから５つほど下がっていただきまして、電力使用料５９万５，０００円。

そこからまた７つほど飛びまして、清掃委託料６６万７，０００円余などとなっております。その２つ下の印刷
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機等使用料１６万５，０００円余につきましては、これまで印刷機のほかに電子複写機と、それからパソコン用

のプリンター２台ございました機器を１台にまとめまして、本庁舎と同様の複合機にしたものでございます。そ

のほかはごらんのとおり、消耗品費ですとか、燃料費、上下水道使用料等々、支所の管理運営に係る経費を執行

したものでございます。なお、臨時的な支出といたしましては、一番下の黒ポツ備品購入費でございますが、調

理室の老朽したＦＦ式温風暖房機１台を新しくしたもので１７万円余でございました。 

以下、主な項目のみ御説明申し上げますが、ページをおめくりいただきまして８７ページ備考欄２つ目の白丸、

北小野支所管理運営費の８つ目の黒ポツ、営繕修繕料１２８万９，０００円余でございますが、平常時に自動火

災報知器のランプが点滅するなど異常を来したために、制御盤を新たに設置するなど工事をしたものでございま

す。 

ページをちょっとおめくりいただきまして９１ページをお願いいたします。白丸、楢川支所管理運営費でござ

いますが、下から２番目の火災報知器の受信機更新工事１２４万２，０００円でございますが、これは消防の定

期設備点検におきまして不具合、自動火災報知器の受信機内のヒューズリレー等の発熱、電圧計の異常があった

ということで、改修が必要ということの中で受信機の更新工事を行ったものでございます。最後の黒ポツ、備品

購入費１５万６，０００円余につきましては、軽トラック用の除雪板を購入したものでございます。以上でござ

います。 

○委員長 それでは、１１時１５分まで休憩とさせていただきたいと思います。 

午前１１時０７分休憩 

―――――――――― 

午後１１時１３分再開 

○委員長 休憩を解いて再開をいたします。 

それでは、説明を受けました６６ページから９１ページまでの質疑を行います。委員の皆様から質問はありま

すか。 

○柴田博委員 ６９ページのところの庁舎施設管理費の中で電話交換の関係ですけども、説明資料にはダイヤル

インを導入することでの効果等が書かれているんですけども、具体的に数値でわかるようなものがあればちょっ

と教えてもらいたいんですけど。 

○庶務課長 少々お待ちください。ダイヤルインにつきましては、ことしの１月から導入してございまして、手

持ちの資料としましては、ことしの１月から今日までの状況のデータでございますけど、着信回数としては、お

おむね日に１００件程度、交換業務が減ったという状況でございます。 

○柴田博委員 利用される方に、そのダイヤルインが伝わっていなければ利用はされないわけなんで、その辺で

どんなことをして利用していただくような努力をしているかっていうのが、もしあればお願いします。 

○庶務課長 広報紙でございますけれど、そこにはダイヤルインを持っている課につきましては、ダイヤルイン

の番号を広報紙に記載して、各課への連絡先として、今までは内線の何番というふうに広報紙に各課の御案内を

出しておったわけでございますけど、そこへダイヤルインの番号を載せていただくようにしていただいた点と、

もう１点は市役所から出す通知文ですね、こちらの担当者欄にもダイヤルインの番号を代表と内線にあわせて併

記していただくように協力をいただいております、各課に。以上でございます。 
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○柴田博委員 ダイヤルインを利用することについて、今までよりも料金的に負担がふえるとかいうことは、市

役所としてはないわけですか。 

○庶務課長 金額的には１回線につき１００円、基本的な料金がダイヤルインの場合はつきますので、約５０回

線ちょっとありますので、月にすると５，０００円ぐらい負担はふえているということになります。 

○柴田博委員 あと７２ページのところの文書事務費のところで、これも説明資料の課題のところの２つ目に、

適正に執行されていない文書等がまだ見受けられるというというふうに書かれているんですけど、具体的にどん

な文書で、どんなことがやられていないのか、もしわかったら教えてください。 

○庶務課長 全くの間違いというわけではないんですけれど、表現が適切でなかったりとかですね、もう少し丁

寧に御案内をしたら市民にわかりやすいというような場面もございまして、あとは誤字脱字が若干あるという、

そのような状況でございます。 

○柴田博委員 例えば、どういう文書になるわけですか。どういう文書のことを言っているんですか。 

○庶務課長 最近の例としましては、市役所から出ていく文書の中にですね、建物の名前、名称、本庁とか保健

福祉センターとか、総合文化センターという表記がない文書が出ていましたので、来客するお客さんが直接目的

とする建物へ行けないと、そういう表記があれば直接そっちの窓口へ行けたというような事例もございました。 

○柴田博委員 今説明されたような文書を、適正に執行されてない文書というふうに言うんですか。 

○庶務課長 市役所でございますので、基本的に適正な文書を出すのを基本としておりますので、見方によって

は適正でないというふうな捉え方もあるということで、お願いしたいと思います。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○永田公由委員 ７５ページの一番上の行政チャンネルの業務委託料ということで出ていますが、現在、行政チ

ャンネルを見れる機器をつけているお宅というのは、市内何戸くらいありますか。 

○秘書広報課長 現在、ちょっと最近の状況はわからないんですが、２７年度末になりますが、テレビ松本加入

世帯が１万１，２４９世帯ということで４２％になります。このうちと言いますか、行政チャンネル見れる世帯

が６，１９０世帯ということで、全体の２３％に行政チャンネルが見れる世帯という形になります。 

○永田公由委員 要は行政チャンネルを見れる世帯をふやすために、テレビ松本がその加入促進を図るのか、市

が加入促進を図るのか、両方でやればいいと思うんだけど、そういったことは、市としては何か取り組みはされ

ているわけですかね。 

○秘書広報課長 前回も委員さんのほうから御指摘もございまして、今年度から各地区に区長会等に回りまして

加入促進を図っております。ただ、ちょっとまだ経過の状態なものですから、まだ結果が出てきておりませんが、

いずれにしても、そのような状態でテレビ松本の社員も一緒にというような部分で、加入促進を進めております

が、ちょっと経営的な部分もございますので、なかなかちょっと行政がタッチするという部分も、難しい部分も

ございますが、いずれにしても各地区の情報を提供するような部分も含めて、地区のほうへ現在回って加入促進

を図っております。 

○永田公由委員 ７７ページの不動産鑑定委託料で旧桔梗ヶ原保育園の不動産鑑定の業務委託料が出ています

が、ここは売却していくという考えなんですか。 

〇財政課長 ここは売却公募をするために不動産鑑定を行いまして、予定価格を設定し、公募をいたしました。
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けれども、公募の結果、最終的に取得したいという参加者がなかったということで、今のところ保留にしてござ

います。また、時期を見て可能であれば売却をしたいと思っておりますけれども、市街化調整区域ということで

いろいろ課題も規制もございますので、今回成立しませんでしたけれども、売却の努力は今後ともしていきたい

というふうに思っております。 

○永田公由委員 今、課長が言われたように、あそこは市街化調整区域で建物壊して新規というと、なかなか建

てる建物の用途が限られちゃうんで、その辺で多分手を挙げにくいと思うんだけど、いわゆる更地にして売ると

いう考えですか、最終的には。 

〇財政課長 今のところは、現状のままで公募という形をとりました。更地化してどういう使い道があるかとい

うのもちょっと不明でございます。かといって、市街化調整区域で可能な規制をクリアできるような、例えば農

業的な施設ですとか、そういう用途はないわけではございませんので、当面は現状、売りも視野に入れて対応し

ていくことになろうかと思いますけれども、何件か問い合わせはありましたので、そういう状況を踏まえて、場

合によっては更地化というのも選択肢になるのかなというふうに思っております。 

○委員長 ほかにはどうでしょうか。 

○永井泰仁委員 ７９ページでありますが、移住定住促進事業の中で地域おこし協力隊員報酬２人分ということ

でずっと計上されているわけでございますが、これの活動状況、成果とまではまだいかないと思いますが、どん

な状況の取り組みを２人でされているのか説明してください。 

○企画課長 地域おこし協力隊につきましては、２名任命をしたわけでありまして、お１人が安藤さんという方、

２７年８月に任命。もうお一方、宝山さん、１１月に任命をしております。８月に任命しました安藤さん、プロ

カメラマンでありまして、各所のイベントの取材等を通じまして、今、写真のアーカイブ化を進めているところ

でありますし、また、週刊新潮等、著名な雑誌への投稿等もしているというところで、まだ取り上げられてはお

りませんが、市のＰＲを積極的に展開されているという状況であります。もうお一方が宝山さん、この方はＩＣ

Ｔ等の創業支援を専門にしておりまして、シティプロモーションのウェブサイトの作成を主として担っていただ

きまして、しおじりタイムスというウェブサイトを最近公開をしてございます。それから、塩嶺の別荘地にあり

ますベンチャーハウス、これを振興公社と協力をいたしまして改修をいたしまして、ここをベンチャー企業化の

拠点としようというようなことで、塩尻へのそういった希望者の誘致等も積極的に行っているという状況でござ

います。以上でございます。 

○永井泰仁委員 またしっかりですね、どれだけの成果が上がったり、あるいはどれだけの活動をしているのか

って、また見えるような形でまとめておいてほしいと思います。 

８９ページから支所費の関係でございますが、例えば同じ支所で比べてみて、電話料やなんか比べてみると、

例えば広丘が１６万円だとすれば、北小野は３８万円だか何万円だと思うんですけども、その電話料の違いとい

うのは、市外局番ということで単純に理解していいのか、その辺はどうでしょうか。 

○地域振興課長 特に突出しているのが、北小野支所の電話料かと思いますが、御存じのとおり北小野支所は、

０２６６なんですけれども、これは諏訪圏域になっておりまして、ケーブルテレビなんかも諏訪のほうになって

おります。０２６６と、それから０２６３という２つの外線電話を北小野支所で持っておりまして、と言います

のは、勝弦以外の地区は全部０２６６だもんですから、そのたび０２６３にもししてしまいますと、支所にかけ
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るときに必ずその市外局番から回さなきゃいけないというようなことで、それぞれ地区内から支所にかけるとき

に直接かけられるようにということで、２本の外線電話を引いているという部分で、基本料金が毎月１万７，８

００円ですか、高くなっているというところでございます。 

○永井泰仁委員 同じ支所費の中でございますが、例えば電気料の使用料を見ますと、楢川支所が１９９万円に

対して吉田は１００万円そこそこ、あるいは塩尻東支所も八十六、七万円ということの中で、楢川支所だけなぜ

こんなに倍近くになるのか、この理由について説明してください。 

○地域振興課長 昨年もちょっとこの電気料の関係出まして、例えば吉田支所ですとか、楢川支所につきまして

は高圧業務用電力という電力を５００ワットですかね、という契約をしておりまして、もともとの基本料金がま

ず高いというのがございます。使用料のほうは、使う量に応じてっていうかかる金額というのは安いのですが、

基本料金が高いために、そこの部分は特に多くなっているということだと思います。それから、洗馬支所のよう

なところは、体育館が併設になっておりまして、体育館のほうの電気料等も一緒に入ってきているという部分で

高くなっているというところでございます。 

○永井泰仁委員 契約電力によっては違うと思いますけどね、最近のやっている中で、吉田とか東が大体普通の

標準だと見ればですよ、例えば吉田が１００万円なら楢川支所は２００万円近い金額になっているんですが、こ

れは契約を改正するときは、どういう経過でここだけこんなに高い電気料になるか、その辺のことを研究したこ

とが、あるいは検討したことがあるかどうか、お伺いをいたします。 

○地域振興課長 支所の契約につきまして、特に電気料につきまして地域振興課のほうでこの部分についてとい

う部分はございませんので、ちょっと支所のほうでお答えをしたいと思います。 

○楢川支所長 電気料の高いということにつきまして、今、地域振興課長のほうから話があったように、やはり

高圧電力を使っているということで基本料金が高くなっております。その辺につきまして、中電さんのほうで安

くなるかどうかというプランを立てていただいて出していただきました結果、年間で数千円ほどしか変わらない

というような結果が出ておりまして、もともとが楢川支所の村役場だということで、どうしても施設全体が大き

いものですから、それを今は使わせていただいているというような現状でございます。 

○永井泰仁委員 いろんな理由があるにしましても、本当に、例えば吉田支所と比べりゃ電力使用料倍も違うん

ですから、いろいろな形の中でこの軽減化を図るようなことも、これから少し検討してみてほしいということで、

要望で結構です。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○副委員長 弁護人の委託料についてお聞きしたいと思うんですが、６９ページの中ほどに３１万５，０００円、

これは従来からあったのかと思います。それと７７ページの中ほどにも弁護人委託料５９万４，０００円という

のがありますけれども、これは今までなかったような気がするんですが、この内容について、御説明をお願いし

ます。 

〇財政課長 こちらにつきましては、先ほど申し上げました賠償金の支出をさせていただいてございます。これ

につきましては、相手方弁護士との協議、あるいは相手方の損害賠償の額の過失割合の調整などがございまして、

これについては専門の弁護士に委託する必要がございましたので、着手金と解決金合わせまして支出をさせてい

ただいたというものでございます。大堤公園の事故に係る委託料でございます。 
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○副委員長 いろいろ煩雑化してきたり、案件がですね、専門的な部分があるんで、弁護士さんにお願いしたり

して効率的に仕事を進めていくっていうのは、私は昔から賛成と言いますか、それぜひ進めてほしいという立場

なんですが、従来は６９ページのほうに包含されていたような気がするんですが、そうすると今後はそういう特

定の事案があれば、特定の項目に、款、項に計上していくって、こういうことでよろしいわけですか。 

○庶務課長 ６９ページのほうの委託料につきましては、本当に簡易な相談でございまして、市が訴訟を受けた

りというようなことになりますと、その時点で弁護士を専門に委託して、その事件について解決していただくた

めには、担当課において予算化するという方法を従来とっておりますので、そのようにさせていただいておりま

す。 

○副委員長 特定の案件でそうやって明確化するときはですね、それは特定の款項目節なりに計上していくと、

それはそういうことでわかりました。ただ、６９ページのほうの一般的な部分についても非常に案件が多くなっ

てきているんで、これを効率的に使えるようにね、これも三十何万円というところで非常に、言ってみれば安い

んで、もう少ししっかりとお金をかけるんならかけてですね、効率的な事務執行のほうに資したほうがいいのか

なというふうに思います。 

○委員長 それは要望でいいですか。 

○副委員長 要望にしておきます。 

それと７９ページのところでお願いしたいと思いますが、行政評価推進事業について、資料のほうでは３５ペ

ージのところに、その成果が記載をされていて、行政評価に、事中評価を取り入れて直近の予算に反映できるよ

うになったということなんですが、この事中評価の説明をお願いします。 

○企画課長 昨年度、第五次総合計画進捗管理のために行政経営システムの構築をいたしました。その際、事務

事業評価につきましては通常ですね、決算を受けた後に事務事業評価をして、その結果を反映するっていうのは

予算になりますので、１年ブランクがあいてしまうんですね。そういう欠点がありましたので、例えば２８年、

今、実施をしている事業をこの１０月から事中評価、中間で評価をしていきます。そこで浮かび上がってきた課

題等につきましては、それを集約をして２９年度の予算編成にダイレクトにつなげていく、また、コストですと

か、効果の方向性につきましても中間で評価をして、それを予算編成にダイレクトに反映をしていく。この目的

のために事務事業につきまして２００少し欠ける、プロジェクトに直結した主要事業でございますが、これにつ

いては中間評価となっているということで、昨年度から取り組んでおります。以上です。 

○副委員長 事中、中間評価ということですから、それはそれで反映される部分と、逆に言うと中間なんで反映

されない部分っていうのは残ると思うもんですから、そういう意味で言えば、そこら辺もしっかり見定めて、先

ほど言われたように１年遅れちゃうと、決算もとよりですね、やっていくと遅れてしまうんで、それはいいこと

だとは思うんですけども、その部分を考慮してもらって進めていただくようにお願いしたいと思いますし、ただ、

本会議でも私６月に申し上げたんですが、振り返りというのは非常に大事なことだと思うんで、その中間評価と

いうのが振り返り的な意味なら大いに結構なことだと思っていますんで、ぜひ、効果のあるように進めていただ

きたいというふうに思います。 

○委員長 それも要望でいいですね。 

○副委員長 はい、要望です。 
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それと、同じく７９ページの移住定住促進事業、これも説明資料のほうでいきますと３７ページのほうに記載

がされていて、成果として年間６，０００人へのプレゼンの機会が創出されたということでありまして、先ほど

永井委員の質問で、それぞれのお二人の仕事の内容というようなものがわかったんですが、その取り組み内容で

は、上にセミナーを東京で６回、京都で２回実施というふうにあるわけですが、こういった中で６，０００人に

プレゼンができたということでしょうか。 

○企画課長 シティプロモーション移住定住促進の県外アプローチにつきましては、主要なものでありまして、

今、副委員長さんがおっしゃったものがございます。全部で細かいものも入れますと１３のプロモーションを県

外で実施をしてまいりました。その中には、移住定住の個別相談でありますとか、マッチングのイベント、あと

は学生、インターンシップ等の説明会等もございます。さらに、シティプロモーション係長の山田が地域活性化

伝道師というような認定を受けまして、全国各地、本市の取り組みを紹介をしておりますので、代表的な事例に

つきまして、係長より御説明申し上げます。 

○シティプロモーション係長 山田です。昨年度、市外、また県外含めまして約１００回のそういった、特に２

０代、３０代、塩尻市に興味を持っていただき、移住定住していただくターゲットに向けた講演の機会等をいた

だいております。主なところでは、大学生への講演の機会。こちらは具体的には明治大学、日本大学などで講演

の機会をいただいております。また、それに伴いまして塩尻市内への視察等もございまして、こちら累計で３８

０名ほどの方に塩尻に来ていただき、講演の機会をいただいております。主なところにつきましては、説明は以

上となります。 

○副委員長 すると実質的な内容として、先ほどのお二人というよりも、山田伝道師が行っている数のほうが多

いということでよろしいわけですか。 

○企画課長 決算説明書の６，０００人へのプレゼンの主な内容につきましては、おっしゃるとおり山田係長中

心に行っております。以上です。 

○副委員長 最後に１点なんですが、その課題の一番下のところに、移住定住希望者に効果的に訴求するインセ

ンティブの付与が必要と、こういうふうにありますけど、これ具体的にどういったことをしたいのか。 

○企画課長 今、各地で取り組んでおります、例えば移住者に対する直接的な支援ですね、例えば建築に対する

補助でありますとか、土地購入に対する補助等が考えられますが、これを本市全体的に進めるということになり

ますと膨大な財政的な負担がございますので、どうしたら効果的に本市に愛着を持って定住をしてもらうかとい

う内容につきましては、先ほど御説明申し上げました知の拠点推進事業の中で信州大学とのアンケートで、大手

製造業の事業所１，０００人規模のアンケートを実施をしました。住宅を持つタイミングでありますとか、どう

いった条件で定住をしたいかというアンケートをした結果、やはり何カ所か借家を移転をしてから、子供が小学

校に上がるくらいに家を建てたいという方がかなりの割合がおりましたので、そういう方の定住につなげるため

に地域に愛着を持ってもらう。これは、本年度設計を今しております。まもなく始めますが、地場産品の特産品

のプレゼント事業というのを本市の借家に転入をされた方に開始をしようと、これで本市の特産品等を五感で味

わっていただくことによって定住につなげていこうというようなことでありまして、２７年度の課題には、こう

いった内容で上げさせていただきましたが、それにつきまして２８年度事業実施と、こんな状況でございます。

以上です。 
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○副委員長 日本全国の中で人口減という潮流の中でね、非常に難しい問題であろうかと思いますけれども、や

りがいもある仕事だと思いますんで、ぜひ、いろんな発想を持って、集約していって取り組んでいただきますよ

うに、これも要望をしておきます。 

○委員長 ほかには。 

○永田公由委員 今の副委員長の関連になりますけど、地域おこし協力隊の隊員っていうのは、いわゆる県外者

なり、市外者でなければいけないという国の予算の縛りか何かあるわけですか。 

○企画課長 地域の特性によりまして、地域おこし協力隊の前住地の要件がございます。本市の場合は楢川地区、

過疎地域を含んでおりますので、地域おこし協力隊の前住地としましては、首都圏並びに近隣の都市部というよ

うな要件がございますので、東京近郊からお招きをするという要件がございまして、現在３人の地域おこし協力

隊でありますが、いずれも東京都からお迎えをしております。以上です。 

○永田公由委員 そうすると、そういう人じゃないと国の予算がついてこないという理解でいいわけだね。 

○企画課長 特別交付税の措置はないということでございます。 

○永田公由委員 ないということだね。それと、いろんな形で移住定住のこの事業を進められているんですけど、

今までの結果として、何人の方が塩尻に移住されて定住されていますか。 

○企画課長 直接的な相談につきましては、昨年度２０件シティプロモーション係にございました。このうち５

件が移住につながっているというデータがございます。それから、市域全体を見ますと、２７年度の市全体でい

きますと、社会増、転入者が２，７３５人、逆に転出者２，５８７人で１４８人転入超過、社会増につながって

おります。大変良好な状況でございます。以上です。 

○永田公由委員 ５世帯というと１０人ぐらいですかね。１０人か十二、三人だと思いますけども、やはりこう

いった事業も必要なんですけども、私はまず１つは、今、塩尻にいる人がよそへ出て行かないようにすることも

大事じゃないかと。例えば、朝日村へうちを建てて行っちゃうとか、私の同級生もそうなんですけど、息子のう

ち建てようと思ったら調整区域で建てられないって言ったら、その息子、松本へうち建てちゃったんですよね。

そういったことをしていくほうが、人口減少に歯どめをかけていくのには、そういったほうも力を入れていかな

きゃいけないし、もう１つは、確かに都会の皆さんに来てもらって、いろんな形でセミナーやったりしてやるこ

とも必要でしょうけど、要は塩尻から東京なり、都市部の大学へ行っている子供たちをいかにＵターンさせるか

と、このほうが私は大事だと思うんですよね。逆に言えば、１００人くらいの子が大学行ってて、そのうち誰も

帰ってこなくて移住者が５世帯来ても、それは何の効果もないと思いますんで、その辺の取り組みというのは、

今、これから考えていかれますかね。 

○企画課長 まず、市内の特に若い世代、本市に対する愛着を持っていただくということ。これは学校教育と連

携をして進めていくわけでありまして、現在、キャリア教育推進協議会というところに私ども入っております。

小中学生のキャリア教育をどうしていくかという点と、あと、それ以上ですね、高校生のキャリア教育をどうし

ていくかというようなことで、よい方法がないかというようなことで模索をしているような状況でありますが、

これについてはリクルート、ソフトバンクと実施をいたしました民間活力導入事業におきまして、民間企業の御

協力もいただく中で、塩尻市独自のそういったキャリア教育のシステムをこれから開発していこうというような

動きになっておりますので、それを地域フィールドして実施をしていきたいというようなことを考えております



 19 

し、また、現在、塩尻未来会議という個別のテーマを設けまして、ワークショップを実施しております。これも

市民に対して、本市の課題を共有して愛着を持ってもらう取り組みということでありますし、県外につきまして

は、これ長野県も大分力を入れております。県と連携等する中で、大学生を中心としたＵＩＪターン、それから

地元へのインターンシップの拡大等も今後、実施をしてまいりたいと考えております。以上です。 

○永田公由委員 しっかりやってください。それから、もう１つ同じシティプロモーションの中で、寄附金の謝

礼品ということで出てますけど、このふるさと納税に対して謝礼というか、いろんなのを贈るんですけど、これ

は企画課でやっているでしょうけど、どういったシステムでやられているわけですか。受注、発注ですね、返礼

品の。 

○企画課長 現在、ポータルサイトでありまして、ふるさとチョイスという、これは全国のふるさと納税を実施

をしている自治体の９割以上が加入をしているポータルサイトであります。ここから寄附者というのが入ってい

くというようなことで、ここに本市の特設ページを設けまして、謝礼品、寄附額等の掲載をしてございます。寄

附を希望する方は、ここから入る方が９割でありまして、クレジット決済ができるようになっておりますので、

そうした項目を入力をした者が、メールでその都度企画課のほうに連絡があります。クレジット決済は１カ月に

２回ほどでありますので、その決済が確定した情報が来ますんで、お金が確かに入ったと。その時点で希望する

返礼品、それから税の控除の証明等を郵送で送ると。こんなことで対応しております。 

○永田公由委員 それは企画課で発送しているわけですね。返礼品を集めると言えば変だけども、持ってきて、

そこで発送していると。そういう業務は企画課が全部やっていると、こういうわけ。 

○企画課長 そのとおりでございまして、また明日なりますが、補正予算御審議いただく中で、その委託等も今

回計上したところでございます。 

○永井泰仁委員 ６９ページでありますが、信州塩尻会も何十年って続いているわけでございますが、東京とか

名古屋とか、関西とかですね、会場別にどのぐらいの皆さんが実際参加されているのかお伺いします。 

○秘書広報課長 ２７年度になりますが、東京塩尻会が、現在会員が１４７名おります。そのうち参加者が６５

名、４４．２％の参加率です。名古屋になりますが、会員が１０２名、参加者が１８名、１７．６％の参加率で

す。関西が、会員が３８名、参加者が１２名、３１．６％という状況であります。 

○永井泰仁委員 会員に対して参加者も少ないわけですが、これに対する、例えばこれがふるさと納税につなが

るとか、いろんな人脈とか企業誘致につながるとか、そういうようなことにつながった話は、余り聞いていない

んですが、今後、この塩尻会のあり方については、どう考えていますか。 

○秘書広報課長 現在もそうなんですが、必ず東京、名古屋、関西含めてですけど、市長が出席するように努め

ているわけなんですが、その場におきましても、ふるさと納税の関係についてもＰＲを行っておりますし、実際、

実績も上がってきている部分も昨年度もございましたので、ちょっと２７年度の実績は状況を捉えてないんです

が、その部分でふるさと納税についてもＰＲをしたり、あと企業誘致の関係につきましても産業政策振興事業部

のほうでも参加して、部長なり、課長が参加しておりますので、その席でもＰＲと言いますか、話もしておる状

況もございますので、もちろん市長もその場で話もしておりますので、今後も参加人数が少ない部分がございま

すので、先ほど出ておりますシティプロモーション部分も含めた中で、見直しと指摘部分もありますので、その

辺も含めた中で参加率の向上を図ってまいりたいと思います。 
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○柴田博委員 先ほどのふるさと納税寄附金の関係ですけれども、約１億円の寄附をいただいて２，６００万円

という返礼品をお渡しして、その差が市の収入になると思うんですが、逆に市民がほかの市町村にふるさと納税

で寄附をしているというのもあると思うんですが、それがどれくらいなるかっていうのはわかるんでしょうか。 

○企画課長 ふるさと納税にかかわる控除額等ということで、これは市県民税の調書によります。これは、ふる

さと納税と市民による自治体への寄附というくくりでありますので、例えば塩尻市民が塩尻市に寄附しても、こ

の中に含めて集計をしていくという、その合計額がですね、税額控除が２，４１６万円余でございます。それだ

け市民税が控除されているということでございます。 

○柴田博委員 そうすると約５，０００万円くらいは、市の増収になっているということで考えればいいですか。 

○企画課長 いわゆる黒字部分ということになります。 

○柴田博委員 それから、もう１点違う問題ですが、８２ページのところにタブレットを利用した会議のことが

書いてありますが、これはあれですよね、個人持ちのタブレットじゃなくて、市が用意しているタブレットを使

った会議ということですよね。 

○情報政策課長 はい、そうでございます。 

○柴田博委員 それで、会議の間は、そのタブレットを見ればいいんでいいんですが、例えば会議への参加者が、

後からその会議での資料を見たいとかで必要になるようなものがあると思うんですが、そういう場合は、どうさ

れているわけですか。 

○情報政策課長 必要に応じまして、グループウェアのほうからダウンロードが、その方だけＩＤとパスワード

によりまして見れるような形をとっております。事後に。 

○柴田博委員 事後に、タブレットではなくて、自分のパソコンなりから。 

○情報政策課長 自分のパソコンにダウンロードして使えるような形をとっています。 

○柴田博委員 それは役所のほうにお願いをして送ってもらうんじゃなくて、参加者、自分でできるということ

ですか。 

○情報政策課長 基本的に会議に参加した方が要求される場合という、職員に限りますけれども、現在の場合。 

○柴田博委員 やっぱり職員に頼まなきゃいけないということね。わかりました。 

○委員長 ほかにはどうですか。いいですか。それでは、９１ページまでは、以上で終了とさせていただきます。 

それでは、１時まで休憩とさせていただきます。 

午前１１時５６分 休憩 

――――――――――― 

午後 ０時５６分 再開 

○委員長 それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

次に移ります。歳出２款総務費１項１０目生活支援対策費９０ページから２款６項監査委員費１０９ページま

で、３款民生費１項８目国民健康保険総務費１２４ページから９目後期高齢者医療運営費１２５ページまで、４

項国民年金事務費１４０から１４３ページまでの説明を求めます。 

○市民課長 それでは、決算書の９０、９１ページをお願いいたします。一番下になりますけれども１０目の生

活支援対策費について説明をいたします。備考欄１つ目の白丸、嘱託員報酬ですけれども、次のページになりま



 21 

すが、一番上にあります消費生活専門相談員報酬、これは消費生活センターに配置している相談員でございます。

なお、この相談員の報酬、社会保険料については、県から補助率１０分の１０の補助金が交付をされております。 

９３ページの次の白丸になりますけれども、消費・生活支援対策事業、この中の主なものにつきましては、１

つ目の黒ポツ、法律・特設合同相談員謝礼１１２万円余でございますが、こちらは年間で３１回開催をいたしま

した法律相談と１１月に開催した特設合同相談での弁護士などへの謝礼となっております。私からは以上です。 

○人事課長 それでは、その下の１１目職員厚生費をお願いいたします。最初の白丸、嘱託医報酬につきまして

は、労働安全衛生法に基づきまして、従業員５０人以上の企業等につきましては、産業医１人を配置することに

なっておりまして、田村内科医院の院長先生に委嘱したものでございます。 

次の白丸、職員健康管理・福利厚生費でございますが、５番目の黒ポツ、メンタルヘルスカウンセリング委託

料でございます。これは月２回、１回につきまして５人の職員のカウンセリングを産業カウンセラーに委託して

実施した委託料でございます。その下の黒ポツ、職員健康診断等委託料でございますが、まずヘルススクリーニ

ングにつきましてはＪＡ厚生連、また循環器系検診、がん検診につきましては、長野県健康づくり事業団に委託

して実施した委託料でございます。 

次の１２目職員研修費でございますが、その職員研修諸経費の２つ目の黒ポツ、特別旅費でございます。これ

につきましては、研修にかかわります旅費でございまして、この中には県や国などへの派遣研修分も含まれてお

るものでございます。４つ下の黒ポツ、研修委託料でございます。こちらにつきましては、外部から講師を招聘

いたしました研修会等の委託料でございます。特に一番上にあります塩尻市版人材マネジメント部会業務委託料

につきましては、２７年度につきまして重点研修というふうに位置づけまして、課等の長を対象に年４回実施し

たものでございます。深く考え対話する手法、こういったものを用いました研修プログラムでございまして、こ

の市役所の経営理念を実践する職員とか、組織がどうあるべきかにつきまして研究をしたものでございます。そ

の下の黒ポツ、諸研修会参加負担金でございます。こちらにつきましては、日本経営協会等専門の研究機関への

派遣の負担金でございます。以上でございます。 

○消防防災課長 続きまして１３目防災防犯費、防災防犯諸経費６７６万円余の主なものについて御説明いたし

ます。９４、９５ページをお願いいたします。上から９つ目の真ん中辺の黒ポツ、被災者支援システムサーバ等

使用料１２９万円余につきましては、大規模災害時において被災者情報、避難所情報、倒壊家屋情報等を一元的

管理するシステムサーバ等の使用料でございます。この４つ下の黒ポツ、塩尻朝日防犯協会負担金２２０万円に

つきましては、地域防犯活動や子供の安全対策を推進する活動を行っております塩尻朝日防犯協会への本市の負

担金でございます。 

次の白丸、防災施設・設備等整備事業１億７，３１１万円余のうち、上から６つ目の黒ポツ、監理委託料２６

３万円余につきましては、デジタル移動系防災行政無線の整備工事に係る監理委託料でございます。その２つ下

の黒ポツ、楢川地区防災行政無線保守管理委託料２３８万円余と２つ下の黒ポツ、防災行政無線保守点検管理委

託料６６６万円余は、屋外スピーカー等から放送されます同報系防災行政無線の保守点検の管理委託料でござい

ます。下から５つ目の黒ポツ、デジタル移動系防災行政無線整備工事１億４，３１４万円余につきましては、デ

ジタル移動系防災行政無線の整備工事に係る工事費でございまして、基地局設置４局、半固定型１１局及び車載

型無線４０式、携帯型無線２４０式の整備を実施いたしました。一般の電話が不通となった場合でも通話可能で
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あり、グループごとの通話と携帯電話のように個別通話も可能であります。また、通常の業務でも使用してもら

い、操作に慣れるようにお願いしております。その下の黒ポツ、気象観測装置８３９万円余につきましては、雨

量計の設置工事費でございまして、小曽部浄水場、勝弦グラウンド南、楢川中の３地区に雨量計を設置いたしま

した。市内全域で１１カ所になり、市のホームページからもリアルタイムな情報を得ることができます。一番下

の黒ポツ、戸別受信機設置費補助金１３０万円余につきましては、屋外において同報系防災行政無線が聞こえな

い難聴地域の世帯等に対し、受信機設置のための補助金を１９件支出したものでございます。 

次の白丸、防災施設・設備等整備事業（繰越）分８，９４４万円余につきましては、前年度から繰り越しまし

たデジタル移動系防災行政無線の整備工事費ございます。私からは以上でございます。 

○公平委員会事務局長 私のほうは、９８、９９ページをお開きください。９９ページ上から２つ目の丸になり

ますけれども、公平委員会運営事務諸経費になりますけれども５２万９，０００円余でした。このうち主なもの

は、委員報酬になりますけれども２１万８，０００円余で、これは委員３人の会議や研修会への出席をされた際

に、それぞれ日額９，５００円の報酬を支払ったものでございます。以上です。 

○税務課長 続きまして２項徴税費ですが、税務課、収納課、両課にかかわりますので、私からは税務課関係に

つきまして御説明を申し上げます。決算書９９ページ、備考欄一番下の段の白丸、賦課事務諸経費１億８０１万

円余について主な内容を説明を申し上げます。上から５つ目の黒ポツ、印刷製本費１８１万円余につきましては、

市県民税の申告書、特別徴収の書類のほか、郵送用封筒等の印刷代であります。そのページの一番下の黒ポツ、

パンチオペレート業務委託料４４７万円余につきましては、企業等から紙ベースで提出を受けた給与支払報告書、

年金支払報告書、償却資産申告書のデータのパンチ入力の委託が主なものとなっております。では、続きまして

１００、１０１ページをお願いいたします。１０１ページ、備考欄一番上の黒ポツ、ｅＬＴＡＸ関連業務委託料

３８９万円余につきましては、まずｅＬＴＡＸについて説明を申し上げますと、このシステムにつきましては、

地方税における手続等をインターネットを利用いたしまして電子的に行うシステムで、法人市民税に関しまして

は、中間、確定、修正の各申告書、個人住民税に関しては、給与支払報告書及び特別徴収対象者の異動届の申請、

公的年金支払報告書の受領、固定資産税に関しましては償却資産の申告書、また税務署へ提出されました確定申

告書の情報につきましても、国税連携機能によりまして取り込むことができるものとなっております。この一連

の業務に対しまして、本市の基幹システムと連携をいたしました運用管理をｅＬＴＡＸサポート事業者に委託し

たものとなっております。その３つ下の黒ポツ、税システム使用料３，１５２万円余につきましては、税務関連

の基幹システム使用料で情報政策課からの指示額となっております。４つ下の黒ポツ、市県民税申告課税業務支

援システム使用料３５８万円余につきましては、確定申告時に申告内容のチェックを行うと同時に、市県民税の

課税にかかわるデータを蓄積をするコンピューターシステムの使用料となっております。６つ下の黒ポツ、市税

還付金４，１２７万円余につきましては、前年度以前の収入として処理をされた税金のうち、２７年度中に行わ

れました法人市民税の確定申告に基づき、予定納税分の過大となった場合の還付、また、国税である個人所得税

及び法人税にかかわる更正請求に伴いまして、波及を受けた個人市県民税及び法人市民税の還付額となっており

ます。また、固定資産税に関しましては、所有権の移転漏れや償却資産の修正申告分、家屋の見積もり等の還付

となっております。平成２６年度より件数が１２４件、金額で１，２０４万円余の増加となっております。増加

となった要因につきましては、法人市民税が主に確定申告に伴う予定申告の法人税割分の還付や更正な請求によ
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りまして、金額で１，０３５万円余がふえたことによるものとなっております。 

次の白丸、固定資産評価替等対応事業２，０６０万円余につきましては、平成２８年度課税に向け実施をした

各種業務となっております。備考欄の最初の黒ポツ、評価替等対応事業委託料１，７２８万円につきましては、

土地家屋の経年異動更新、公図データ更新、土地の地目判読調査、未特定家屋調査等の委託料となっております。

次の黒ポツ、標準宅地不動産鑑定委託料３３２万円余につきましては、地価の下落状況を判断するために、平成

２７年７月１日時点での２３０地点を不動産鑑定士により鑑定をした委託料となっております。私からは以上で

す。 

○収納課長 収納課関係でございますが、次の白丸、徴収事務諸経費３，１７４万５，０００円余につきまして、

主な内容を御説明いたします。９つ目の黒ポツ、口座振替等手数料４８４万５，０００円余につきましては、市

税の収納に当たりまして、口座振替の手数料１件１０円、それから金融機関の窓口の納付書の支払手数料１件３

０円、コンビニの収納委託料１件６０円、これに消費税を加算した額を収納課分として支払ったものでございま

す。７つ下の黒ポツ、滞納管理システム使用料８１０万７，０００円余は、分納計画、差し押え調書の作成など、

滞納整理に特化したシステムの使用料となっております。戻りましてその２つ上の黒ポツ、社会保障・税番号制

度システム改修委託料２９９万７，０００円は、この滞納管理のシステムをマイナンバー法導入に伴いまして、

システム改修を業務委託したものでございます。下から３つ目の黒ポツ、地方税滞納整理機構負担金４４２万２，

０００円につきましては、大口困難案件の滞納処分を専門的に行う地方税滞納整理機構へ、滞納事案２５件を移

管して徴集をしていただいた分の負担金として支払ったものでございます。以上です。 

○市民課長 それでは、次の３項１目戸籍住民基本台帳費についてでございますが、次のページ、１０２、１０

３ページをお願いいたします。備考欄の２つ目の白丸、戸籍住民基本台帳事務諸経費でございますけれども、こ

ちらの主なものにつきましては、下から７つ目の黒ポツになりますけれども、戸籍システム使用料９２０万円余

を初めといたしまして、住基システム、戸籍システム、住基ネットワークシステムなどのそれぞれの保守委託料

とシステム使用料が主な支出となっております。また一番下の黒ポツ、個人番号カード交付事業交付金１，８８

６万円余につきましては、マイナンバー制度に伴いまして、地方公共団体情報システム機構への支出でございま

すけれども、こちらについて新たな経費となっております。なお、この交付金については国から補助率１０分の

１０の補助金が交付をされております。私からは以上です。 

○選挙管理委員会事務局長 ４項選挙費になりますけれども、１目選挙管理委員会費でありますが、１０３ペー

ジの下の白丸なりますけれども、委員会運営費等事務費になりますが、これにつきましては、システムの使用料、

委員会運営に関する所属するとこの負担金、分担金等が主なものでございます。１０３ページの備考欄下から３

番目の選挙システム改修委託料３８８万８，０００円余につきましては、１８歳選挙権等の公職選挙法改正に伴

うものでございます。 

次のページになります。３目の県議会議員選挙費でございますが、４月１２日に執行されました長野県議会議

員選挙の経費でございます。定員１人に対しまして４人の立候補者があり、本市の投票率は５１．４２％でござ

いました。その選挙執行経費は１，５３５万３，０００円余でありますが、平成２６年度で準備をしております

ので、総額では１，１８９万９，０００円余となります。主なものにつきましては、投票管理者等報酬２４８万

６，０００円余となります。そのほか職員給与費７６９万６，０００円余、それから選挙事務諸経費５１７万円
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余でございますが、選挙事務諸経費中主なものにつきましては、ポスター掲示場設置委託料６４万８，０００円、

それから投票管理システム運営委託料５８万３，０００円余でございます。この県議会議員選挙の経費は委託金

としまして、県から全額支払われております。 

同じページの４目市議会議員選挙費でございますが、これは４月２６日に執行されました市議会議員の経費で

ございます。定員１８人に対しまして２０人の立候補があり、投票率は５２．８１％でございました。主なもの

につきましては、投票管理者等報酬２０２万３，０００円余、職員給与費７７９万２，０００円余、選挙事務諸

経費２，３６３万２，０００円余でございました。選挙事務諸経費中主なものにつきましては、１０７ページの

ポスター掲示場設置委託料８２６万２，０００円、選挙運動公営費負担金８７６万円余でございます。以上です。 

○企画課長 続きまして、５項統計調査費、１目の統計調査総務費でございます。備考欄２つ目の白丸、統計調

査諸経費、企画課統計係の事務経費でございます。 

続きまして２目基幹統計調査費でありますが、学校基本調査等、国の基幹統計調査に該当しました。 

おめくりいただきまして、１０８、１０９ ページ、３目の国勢調査費であります。２，２９８万円余でござい

ますが、５年に１度の国勢調査にかかわる経費でございまして、３４０人を超える指導員、調査員を任命をいた

しました。従来の調査票調査とあわせまして、新たに導入されましたインターネット調査に対応したところでご

ざいます。指導員・調査員報酬１，８７４万円余が主な内容でございます。私からは以上です。 

○監査委員事務局長 ６項監査委員費でありますけれども、これにつきましては、備考欄２番目の丸印になりま

すけれども、監査事務諸経費につきましては、支出済額が４４６万４，０００円余でございました。このうち主

なものは、委員報酬が２８９万２，０００円余で、これは識見委員２名に対して月額９万６，０００円の報酬を、

議選委員につきましては、月額５万４，３００円の報酬を支払ったものでございます。また、臨時職員賃金が１

０２万円余、会議や研修会に出席した際の旅費、費用弁償、それから会議出席負担金を初めとする各種負担金な

どでございます。以上です。 

○市民課長 それでは、ページが少し飛びまして１２４、１２５ページをお願いいたします。８目の国民健康保

険総務費でございますけれども、備考欄の３つ目の白丸、国民健康保険事業特別会計繰出金が主なものとなりま

す。繰出金につきましては、保険基盤安定繰出金（保険税軽減分）１億８，６００万円余、同じく（保険者支援）

分の１億１，５００万円余などルール分に基づくもの、また、一番下になりますけれども、その他一般会計繰出

金（財政支援）分６，７５０万円など、合計で４億８，０００万円余を一般会計から特別会計に繰り出しました。 

 次の９目後期高齢者医療運営費につきましては、１つ目の白丸、後期高齢者医療広域連合負担金、これは事務

費分と医療費分でございますけれども、合わせまして５億４，４００万円余を広域連合に負担金として支出して

おります。 

２つ目の白丸、後期高齢者医療事業特別会計繰出金につきましては、事務費繰出金１，０００万円余と保険基

盤安定（保険料軽減）分としての繰出金で１億２，３００万円余を繰り出しております。 

もう１つ、またページが飛びまして、１４０、１４１ページをお願いいたします。下のほうになりますけれど

も、４項１目の国民年金事務費につきましては、法定受託事務として行っております国民年金の事務に関します

人件費と事務諸経費となっております。説明は以上です。 

○委員長 それでは、説明を受けました１４３ページまでの質疑を行います。委員の皆様から質問はありますか。 
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○中原巳年男委員 １０９ページのところで国勢調査諸経費というのがありますけども、この中でインターネッ

トで報告した件数っていうのはわかりますか。 

○企画課長 １万１，４０５世帯、全体の４５．５％がインターネットからでございます。 

○中原巳年男委員 これに、この指導員とか、調査員というのはかかわるわけですか、インターネットのにも。 

○企画課長 調査員がですね、まず調査の前段で各受け持ちの区域の前後にインターネット調査の案内を含めた

訪問を実施をいたします。そこでインターネットの回答をすれば、それ以上の調査は行いません。インターネッ

トで回答を受けた中にもですね、記載の不備等ございますので、そういった場合は指導員と調査員が連携をして

調査項目の追加調査をすると、こんな流れでございます。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○副委員長 ９５ ページをお願いします。上から９つ目の被災者支援システムの関係になりますが、これは避

難所への避難者の情報の登録等になると思うんですが、実際の場合には、携帯用のパソコンか何か持って行って

現場で入力するっていうことになるんでしょうか。 

○消防防災課長 今現在は消防防災課のほうのパソコンにこのシステムがありまして、おおむね４カ月ぐらいで

住民記録を更新しております。実際の災害等になれば、そこの避難所にパソコンがあって、そこで入力するのが

一番早いですけども、全てのところに機械があるとは限りませんので、紙ベースで書いていただいたのをトータ

ル的にまとめてパソコンに入力するということも考えております。 

○副委員長 できるだけ早く避難所ごとの避難所名簿とかできればいいわけですよね。それをやってて、避難し

た人の数にもよるんでしょうけど、大分時間がかかってしまうと思うんですけど、それはそういうことでいいわ

けですか。あと使うときも、それをどこで使うんです。消防の全体の本部か何かで使用するわけですか、そこに

いる、避難している名簿は、その施設で使って初めて意味があるのかなっていう気もするんですが、いかが。 

○消防防災課長 全ての施設にパソコン等がなければ、それは理想だと思いますけれども、多分、そこに小学校

の体育館等もありますし、とりあえず今は数もありません、配備できませんので、最終的に一元化して消防防災

課のほうで取りまとめをして、入力をして、全部の避難所のデータをそこで管理していくと、とりあえずは思っ

ております。でも将来的には、基本的には避難所等々にパソコンがあって、そこで受付で入力をすれば、スピー

ドアップは図れると思いますので、そういうふうに考えていきたいと思っております。 

○副委員長 姿勢の問題であってね、被災時の避難して来てる人を確認し、それに対応できるためにはどうして

いったらいいかっていうことが必要なことであって、ただ単に名簿管理するだけじゃないと、私は思うんですよ。

そうしたら、今のお答えの後半の部分をね、各施設にきちんと整備するということを積極的に進めていかなかっ

たら、消防の本部でそれを持ってどうするのかと思うんですが、もう１回ちょっとお答えを。 

○消防防災課長 紙につきましては、今、おっしゃったとおりに積極的に機械と、あと操作する方も必要でござ

いますので、そんなようなことを今後考えていきたいと思っております。 

○副委員長 総務部長、そのお考えを。 

〇総務部長 本会議でも、たしか山口議員の質問にお答えをさせていただきました。学校の体育館で、そのシス

テムがパソコンでそのまま使えればいいんですが、その辺のところが実際に被災になった場合に、事務室から持

ってくるとか、いろいろな問題がありますので整理をさせていただいて、委員おっしゃるようにすぐ使えなけれ
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ば意味ございませんので、またオペレーターの関係も実際のところ消防防災課の経験の職員でないとなかなか今

使えないというような状況もございますので、いざというときに実際に使えるような形で整備を進めていきたい

というふうに思います。 

○副委員長 それはですね、地震の規模等によってどういう状況であるかってことはわからないわけですが、た

だ逆に言えばどういう状況であっても、その体育館に置いて使用できるふうにしていくっていうのが基本的な考

え方じゃないかというふうに、私は思うわけですよね。いや、そのときになったらできますじゃなくて、訓練の

ときからもですね、できればこういうものを用いて試しをやってみるとか、そういったもっと実践的な考え方と

いうのは必要だと思いますんで、これから検討していくっていうことですから、これはしっかりと検討していい

ただきますように要望しております。 

 いいですか、続けて。それと、デジタル移動系防災行政無線の関係で、済みません、ちょっと数聞き取れなか

ったんですが、携帯用は２４０ですか、数。 

○消防防災課長 はい、２４０です。 

○副委員長 それは、どこに配置をされるのか、お願いします。 

○消防防災課長 配置はしておりまして、消防署、警察署、各支所、学校・保育園、児童館、区長宅、消防団、

また市役所の関係課となっております。 

○副委員長 これも訓練として試しに使用してみるとか、そういった訓練はされていますか。 

○消防防災課長 まず一番最初に消防団のほうに配備いたしまして、常に毎月１回、２回ないし使っております

ので、必ずそこの場で無線等を使った訓練等をしていただいておりますし、この間の総合訓練の場でも、本部等

のやりとりなどなどしておりますし、保育園でも訓練の日に使っているというふうに聞いております。以上です。 

○副委員長 ぜひ、有事の際に実際に役に立つような、訓練等のときに用いて練習しておくこととかですね、そ

ういうことをぜひお願いをしておきたいと思います。 

○柴田博委員 １０１ページの下のほうの地方税滞納整理機構への負担金ですけども、毎年２５件分ということ

なんですが、２７年度の実績についてはどんな感じだったでしょうか。 

○収納課長 地方税の滞納整理機構への負担金でございますが、２７年度につきましては移管した額、これは本

税と督促延滞金含めた金額ですが４，１３８万５，０００円余。それに対しまして徴収の実績でございますが、

１，７２２万７，０００円余、徴収率といたしましては４１．６３ ％となっております。 

○柴田博委員 そのうちですね、前年に引き続いて委託したようなものは、何パーセントくらいありますか。 

○収納課長 済みません、数字としてちょっと持っておらないんですが、基本的には移管の期間は１年となって

おります。１年で徴収が終われば、徴収できてない分は、市のほうに戻ってくるような形になります。多分１件

か、２件は継続しているものがあるかと思いますが、基本的には１年を限度に行っております。 

○柴田博委員 そうすると、機構のほうで回収できなくて市に戻ってきた分というのは、その後引き続いて市の

ほうでまた回収等に努力をしているわけですか。 

○収納課長 そうなります。機構のほうで結局財産調査等を行って、結果的に取るべき財産がないというような

ものにつきましては、戻ってきた段階で執行停止等の処分をかけますし、差し押さえ等が入って徴収滞納処分を

しているものにつきましては、機構のほうからまた市のほうに移管をされまして、引き続いて徴収を行っていく
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ような形となります。 

○柴田博委員 あと同じページの口座振替の手数料の関係ですけれども、コンビニが１件６０円ということで高

いわけですが、コンビニから振り込むというのは、今、大体割合としては、どれくらいの割合でコンビニを使わ

れているか、わかったら教えてください。 

○収納課長 コンビニですが、平成２６年度からコンビニ収納スタートしております。２７年度につきましては

全体の納入の１２％がコンビニ収納です。ちなみに納付書で納めていただいているものが２９．７％、それから

口座振替によるものが５８．２％となっております。 

○柴田博委員 わかりました。 

○永田公由委員 今の１０１ページの関係で、上からちょうど１０番目に地方税電子化協議会負担金ということ

で１１０万円余の負担金が出てるんですけど、この電子化協議会というものは、どういうものかちょっと詳しく

説明してください。 

○税務課長 地方税電子化協議会につきましてはｅＬＴＡＸ、先ほど若干御説明申し上げましたが、それの開発

と安定的な運営を目的といたしまして、平成１５年８月に設立されたものとなっております。一般社団法人で全

国の全ての都道府県、市町村が加入をしている団体ということになっております。この団体の運営にかかわる経

費につきましては、各その都道府県、市町村が分担をして支払うというような形で運営を行っております。 

○永田公由委員 具体的には何をやっている協議会なの。 

○税務課長 こちらは電子申請等の運営を行っている団体というか、協議会なります。先ほどのとおりありまし

たけども、住民税とか、確定申告等の電子申請ですね、そういったものの処理を行う団体って言いますか、協議

会になります。 

○永田公由委員 それで、その負担金っていうのは、その件数によって大体来るわけ。そうじゃなくて。 

○税務課長 負担金につきましては、算出基礎といたしまして人口、あと税収等、納税義務者数等を基礎として、

各自治体に求められているものとなっております。 

○永田公由委員 わかりました。もう１回いい、ほかので。 

９３ページの下に（社）塩尻青年会議所法人賛助会員会費負担金っていうのがあるんだけど、これは市役所が

いわゆる青年会議所の賛助会員になっているということですか。 

○人事課長 市役所として賛助会員になっておりまして、職員２人通常業務をしながらですね、こちらのほうに

派遣して一緒にいろんなことをやっているという状況でございます。 

○永田公由委員 これ、前から出してた。 

○人事課長 いつから始まっているか、ちょっと今わかりませんが、以前から職員を派遣しながらやっておりま

す。 

○永田公由委員 いいです。 

○委員長 ほかには。 

○柴田博委員 １０３ページの真ん中よりちょっと下で、個人番号カード交付事業交付金というのがあって、機

構へ支払っている交付金で、国から１０分の１０出てるということですけど、これどういう性格の交付金なのか

もちょっと説明をお願いします。 
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○市民課長 マイナンバー制度に伴いまして、昨年の１０月に国民の方全員に送られた個人番号の通知カードの

作成、それから、それに基づきまして個人が申請をされた個人番号カードも作成して、各市町村に送るというよ

うな業務を地方公共団体情報システム機構が行っております。これについては、全国の市町村全てがこの機構に

この事務を委任するという形になっておりまして、それにかかわる経費については国が全額補助するということ

になっておりまして、今回支出している１，８００万円余につきましても、国から補助金が交付されております。 

○柴田博委員 これは例えば塩尻市の分については、その通知カードにかかわるものか、申請された個人番号カ

ードを申請したものとかっていうことで、数によってその交付金の額というのは変わってくるわけですか。 

○市民課長 計算の基礎としましては、通知カードの作成の業務と申請に基づきましたマイナンバーカードの作

成業務にかかった経費について、各市町村分を機構のほうが請求するという形になっておりますので、通知カー

ドにつきましては人口に対して、それから番号カードにつきましては、実際申請のあった経費について計算され

ていると思われますが、実はこの経費の請求については、何について幾らという細かい積算基礎は来ておりませ

んで、塩尻市は幾らですよっていう請求が実は来ているだけです。ただこれについては、国から全額の補助金が

出ておりますので、各市町村とも同じ状況ですけれども、請求のとおり支払っているという状況でございます。 

○柴田博委員 あとですね、この関係だと思うんですが、説明資料の２５ページのところに通知カード再交付と

いうのが１６０件、１件５００円で８万円というのがあるんですけど、これをちょっと説明してください。 

○市民課長 全世帯に昨年１０月以降送られました通知カードですけれども、やはり、やはりっていうか、本来

ですと簡易書留で送られておりますので、その世帯の方がどなたかが署名なり、印鑑を押して郵便局員さんから

お受け取りになっているはずなんですが、それを紛失されたという方も中にはいらっしゃいまして、それを再発

行してもらいたいという申請があった場合は、再発行の手続をとるんですけれども、その際につきましては、１

件５００円という手数料をいただいております。 

○柴田博委員 そうすると届かなくて戻ってきたものじゃなくて１回届いているけど、それがなくなってしまっ

て受け取る本人から再発行の申請があった件数、そういうこと。 

○市民課長 受取人不在として戻ってきてる分もありますので、一応そちらは調査をいたしまして、戻ってきて

ないものに対して、私の手元にないっていう方について再発行の手続をしているという状況です。 

○柴田博委員 それと、個人番号カードの発行については、２７年度中にも多分あったんだと思いますが、それ

はここには記載されてないんですけど、それは何か、発行はされてますよね。 

○市民課長 ２７年度中もですね、１月末から交付をしております。ちょっと資料のほうに数字が出ておりませ

んけども、３月末までで７００、ちょっとお待ちください。失礼しました。７６６枚が２７年度中には交付にな

っております。 

○柴田博委員 いいです。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○中原巳年男委員 今の柴田委員さんの、関連ありますけども、書留で送られてきて、それで役所のほうへ戻っ

て、まだ本人のほうへ届いてないというのは結構ありますか。 

○市民課長 今現在、市民課のほうで保管しております通知カードにつきましては、４６２件ございます。 

○中原巳年男委員 というのは、私のところがちょうど家の建てかえ中で、借家のほうへ転居してたんですよね。
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そしたら受取人がいないからということで、郵便局に聞いたら市役所のほうへ戻してありますからって言われた

もんですから。だから、そういうので戻ってきてるのも結構あるんじゃないかなと思うんですが、その辺のとこ

は、今、市内に在住しているかどうかってことについては調べてありますか。 

○市民課長 前回送られました通知カードにつきましては、転送不要という扱いで送られましたので、たまたま

そのときに、ほかにお住まいだったというような方には、１回目は届いていないということになります。市役所

に戻ってきておりましたので、窓口に来ていただければ個人の方を確認させていただいて、お渡ししていたとい

うような状況でございます。 

○中原巳年男委員 それで、今の４６２件の方は、市内に現在在住されているかどうかという確認はしてありま

す。 

○市民課長 ４６２件の方を直接市民課のほうで確認はしておりません。ただし、これについては郵便局のほう

の配達の宛てどころなしということで戻ってきた方ではないので、一応そこに住所をお持ちだとこちらのほうで

認識をしております。 

○委員長 ほかにはいいですか。 

○永井泰仁委員 ちょっとこの機会に消防行政のことを聞くんですが、広丘地区のほうはですね、吉田地区、高

出地区が、広丘から独立をしていったわけでありますが、消防団のほうは依然として広丘分団を頼っているとい

うことで、吉田にしても高出にしてもですね、部とか、あるいは分団組織が全然できてこないという状況なんで

すが、これについて市の行政としてですね、そういう消防団組織のようなものを立ち上げるような指導をしたり、

応援をするというような、そういう考えはないでしょうか。 

○消防防災課長 市役所の中に市の消防隊が配備してありまして、いざというときには５人おりますので、すぐ

出て行く態勢もとっておりますし、また広丘のほうにつきましては、例えば吉田のほうで火災があった場合は、

広丘のほかの地区の応援も全て出てくるわけでございますので、その中で現在対応させていただいているような

状態でございます。 

○永井泰仁委員 私どもの地元のですね、広丘の話を聞くと、市の行政から補助金をもらったりする公民館の活

動とか、やれ何とかの活動というのは、配分金のためにそれぞれ高出にしても吉田地区にしてももらっているん

だけど、消防の組織についちゃ、依然として旧広丘のほうの分団のほうへやってるっきりで、もし何か有事があ

ったりした場合には、ある程度地元にも分団とか部の組織がないと細かいところまで手が届かないんじゃないか

と。いわゆる消防の消火の活動はね、常備消防や何かがすぐ飛んで行けばいいんですが、そういう形の中で吉田

地区についても高出地区についても、何らかの形で消防組織をやるべきじゃないかということで、例えば私の広

丘分団第３部もそうですけれども、最近塩尻市の分団の操法大会にしましてもレベルが上がってきましてね、本

当に県大会でも準優勝くらいのところまで近づいてきているということで、レベルアップして熱心にやっている

地区はそうなんですが、全然地元の組織としてね、そういうのがないのは、おかしいじゃないかと。そういう行

政の何か戸数割とか、あるいは地区割の何かのときにはいいんだけども、一番大事な安心安全な地元に密着した

組織ということで、ぜひそういう消防団の団なり部なりを立ち上げるように、ほかのほうへも話をしてほしいと

いうことで、現に広丘分団のほうからも、私はそういう話を聞いたり、要請をされているんですが、常備消防の

体制じゃなくてね、地域としてそういう体制をつくるように指導していく考え方はないかということで、再度、
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お聞きをいたします。 

○消防防災課長 今までそのようなお話は聞いたことがございませんけども、消防団のほうの中にそのような検

討をする会議の場もございますので、その中で話を出しまして今後研究したいと思います。 

○永井泰仁委員 あのね、課長、そういう話を聞いたことないっていうような、そんなね、分団の幹部の皆さん

との接触では困るわけ。現に私の耳にも、私もかつて消防委員やったりしてるんですけどもね、その時分からも

うずっと出てきている問題なんですよ。だけど、えらい強制的につくれというのもちょっと難しいだろうし、い

ろんな地区の事情があると思うんですが、何とかね、また少しでもそういう組織ができるような助成とか、手助

けとかね、またいろんな方面で、また実現していくような方向で努力をしてほしいということで、これは要望で

ありますけれども、広丘の分団からは、はっきりそういう要望はたくさん出ているということだけ、私のほうか

伝えておきます。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○副委員長 １０５ページ、お願いします。選挙の関係になりますが、それぞれの選挙行われても投票率が５０％

台というようなことで、これまでも投票率アップについては、いろいろ尽力はいただいてはいると思いますし、

また議会等からもアップをするための方策等について、質問とか提案があったと思うんですが、これがですね、

全然進まない、全然って言っちゃうと申しわけないかもしれないけども、これはなかなか進まない。それは政治

に関して魅力が薄れているとかですね、有権者の意識という問題もあるかもしれませんけれども、やっぱり投票

しやすい環境整備というのは、担当側としてやるべきことでもあるというふうに思うわけです。松本市でも駅構

内の通路に、投票所を設けてありますし、市のほうでもえんぱーくとか、人が集まるようなところへの設置はど

うかっていうことは、今までも何回か指摘をされている部分だと思います。そうした中で、それには何でしたっ

け、投票場の安全性の確保とか、あるいは環境整備が難しいっていうような御答弁もあったかというふうに記憶

はしているんですが、今後においてもですね、難しいから整備はしないのか、整備っていうかそういう努力、積

極的な部分はしないのか、ずっとこのまま悩み続けているのか、そこら辺の見通しについて御所見を。 

○選挙管理委員会事務局長 なかなか難しい問題なんですけれども、期日前投票所を今回東地区に新たに設けた。

あと吉田とか、楢川地区もありますけれども、大体投票者数が同じっていうような状況が続いています。できれ

ばそのうちどっかをちょっとやめて、えんぱーくにやったらどうかっていう話も中には出てますが、新たに設け

るということが、金銭的な部分、予算的な部分でちょっと追いつかない部分があったり、今回ちょっと東を新た

にやって、そんだけの人を集めるのが大変だったっていうこともありますので、ちょっと期日前投票所の状況を

もう一度再確認をしまして、できたらえんぱーくのほうにやったらどうかなっていう考えは、今持っていますけ

れども、次の選挙が再来年あたり、あるいは来年どうもあるみたいな話もちらっと出てきてますけれども、それ

に向けて選挙管理委員会の中でよくもんでですね、やっていきたいというぐあいに考えています。 

○副委員長 確かに先ほども言いましたようにね、住民の皆さんの意識の問題もあったりするんで、それは難し

い部分はあるかと思いますが、ある意味場所の選択ね、東が果たして選択として正しかったのかどうかっていう

ことも含めてですね、やっぱりきちんと検証をして、お金の問題もありますが、それは少し二の次にしておいて

も、どうやったらいいのかっていうことはやっぱりきちんと考えていくべきことであって、ぜひそれを積極的に

進めていただきたいというふうに、これも要望をしておきます。 
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○委員長 ほかにはいいですか。それでは、１４３ページまでは以上で終了といたします。 

次に移ります。歳出４款衛生費１項５目環境衛生費１４８ページから３項上水道費１６３ページまで、８款土

木費１項土木管理費２目交通安全対策費、交通安全対策事業諸経費１９０ページから３目輸送対策費１９３ペー

ジまで、９款消防費２０８ページから２１３ページまで、１２款公債費、１３款諸支出金、１４款予備費２６６

ページから２６９ページまで、財産に関する調書３８１ページからの説明を求めます。 

○生活環境課長 それでは、私から歳出の１４８、１４９ページ、５目の環境衛生費の主な内容について御説明

申し上げます。なお、主要事業の取り組み内容、成果につきましては、決算説明資料の５９ページからとなりま

すので、よろしくお願いしたいと思います。 

１５０、１５１ページをお願いしたいと思います。右側の備考欄の２つ目の丸、花による美しい環境づくり事

業２２９万円余でございますけれども、各区及び公共施設に花壇の設置用資材といたしまして、花苗７種類５万

４，０００本余を配布したものでございます。 

その下の丸、「クリーン塩尻」推進事業８５万２，０００円余でございますが、最も顕著な取り組みは、協働に

よるまちづくりを推進しております市民団体や市内の事業所の計８０団体で構成されております「クリーン塩尻」

推進連絡会議によりますエコ・ウォーク「クリーン塩尻」大作戦が主なものでございます。昨年は６月末に実施

しておりまして、歩いて清掃活動にあわせて身の回りに生息し始めました外来植物、特にヒメジョオンやオオキ

ンケイギク等の植物を知ってもらうということを含めまして駆除する活動を行いました。一番下の黒ポツの「ク

リーン塩尻」推進連絡会議補助金３５万円余でございますが、この団体に交付した補助金でございます。この推

進連絡会議では、「クリーン塩尻」パートナー制度、いわゆるアダプト制度を運用して活動を展開しているもので

ございまして、市民団体や企業の加入を今、促進してございます。本年３月までで高等学校を含めまして４０団

体ございましたけども、本年に入りまして新たに４団体加入がございました。ボランティアによる地域貢献を望

む企業、市民団体の声が高まっているところと考えております。またこうした活動の顕著な取り組みといたしま

して、高等学校と地域の協働による田川護岸のシバザクラの整備が取り組まれております。 

次の丸、廃棄物不法投棄防止対策事業でございます。７９６万円余でございますが、不法投棄された廃棄物の

処理、処分、道路等で事故に遭った犬猫等の死骸やポイ捨て等のごみの処理にかかわった経費でございます。こ

れによりまして、不法投棄の防止を一層進めているものでございますが、具体的には、道路、河川、山等の定期

的なパトロールを実施しておりまして、国道沿線等のポイ捨てごみの回収をシルバー人材センターに、河川や山

麓等の不法投棄のごみの回収をＮＰＯ法人に委託をいたしまして、不法投棄やポイ捨て等がされにくい、きれい

な環境づくりを維持しているものでございます。この事業では監視カメラ等の設置をしまして、不法投棄の常習

箇所での不法投棄を監視するということも行ってきておりまして、そこに映像で映ったものがあれば、塩尻警察

署と連携いたしまして、逮捕などの不法投棄の犯罪防止に努めているというものでございます。 

次の丸、公衆衛生施設管理等事業でございますが、市内の公衆トイレ及び公衆浴場にかかわる事業でございま

す。当課の所管公衆トイレは、大門一番町の末広観音公園内と町区のヤマニ酒店の２カ所でございます。一番下

の黒ポツ、公衆浴場設備改善事業補助金につきましては、市内唯一の民間の公衆浴場になっております桑の湯さ

んのですね、浴場内の設備の整備に対する補助金でございまして、県及び市と事業者がそれぞれ３分の１ずつ負

担しているものでございます。そのうちの３分の２となる７９万円余でございますが、県と塩尻市がそれぞれ補
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助金を合わせて支出したものでございます。 

一番下の丸、地区衛生推進事業１，０４０万円余でございますが、春、秋の一斉清掃などの地区清掃活動、ま

たごみステーションの管理等に対する支援対策事業でございます。最初の黒ポツ、衛生部長謝礼２６２万円余で

ございますが、各区の衛生部長６６人に対しまして均等割２万３，１００円と、各区の戸数に応じて戸数割単価

５５円を乗じて、それぞれの衛生部長さんに支出したものでございます。１５２、１５３ページをお願いいたし

ます。３つ目の黒ポツ、環境衛生活動委託料６０２万円余でございますが、ごみの分別やごみステーションの管

理などの指導、それから各種環境衛生にかかわるチラシや文書の配布に対する経費として、各区の戸数１戸当た

り３００円を乗じて算出した額を地区衛生協議会を通じまして、各区等に委託料として支払ったものでございま

す。 

次の丸、空き家対策事業７万円余でございますが、平成２７年２月２６日に施行されました国の空き家等対策

推進に関する特別措置法、それから２７年４月１日から施行しました塩尻市空き屋等の適正管理に関する条例に

基づきまして実施している事業でございます。平成２７年度新しく加わった事業でございます。最初の黒ポツ、

空き屋等適正管理審査会委員報酬につきましては、条例に基づきまして審査会を設置して、審査委員５人に委嘱

をいたしまして支払った報酬でございます。審査員の内訳につきましては、弁護士、長野県の建築士協会、それ

から司法書士、専門家としまして信大の准教授、市民の代表といたしまして区長会から選出をしたものでござい

ます。決算説明資料で５９ページに説明をさせていただいてございますが、この事業の取り組みといたしまして、

平成２５年度に作成をいたしました空き屋台帳から倒壊等の恐れがある等、保安上著しく危険な状態にある空き

家、これまでも本会議でもお話してきておりますが、１７件と市民からの通報、あるいは相談を受けた４７件に

つきまして、現地の確認を行うとともに登記簿、あるいは税情報等によりまして、空き屋等の所有者等の実態調

査を行ってきております。このことによりまして、空き家１７件のうち６件の建物の除却を確認してございます。

また通報のあった４７件のうちですね、空き家所有者等への連絡、相談などによりまして、庭木や流木などの樹

木の整備が４件進んだこと、また建物の除却が２件ございました。現在、２５年から調査した時点から３年を経

過しているということもございまして、日々その空き家も老朽化が進んでいるという状況でございます。調査時

点で問題がなかった空き屋でもですね、現在は草木の繁茂などの問題で、所有者への電話連絡や直接訪問などに

よって、問題の解消をしてもらうという取り組みも進めているところでございます。 

次の丸、公害防止対策事業５２７万円余でございますが、市内の大気汚染、河川や湖沼の水質、国道沿線の騒

音等の調査を定期的に行っているものでございまして、毎年継続してモニタリング調査しているものでございま

す。これらの数値の変化を的確に把握をいたしまして、大きな変動があった場合の原因究明、また必要な対策を

施しているというものでございます。この事業の中で下から３番目の特定事業所公害検査委託料中、東山地区周

辺水質調査業務委託料２６万円余でございます。これにつきましては、３月の定例会の答弁もございましたが、

東山にあります民間の最終処分場事業者による安定型の最終処分場が、今現在あるわけでございますか、この周

辺の河川、あるいは湧き水等の水質につきまして、地域住民から不安視されたということで、その実態を調査す

るために行った検査でございます。 

３つ目の丸、自然環境保全事業６７万円余でございますが、一番下の黒ポツ、里山保全整備事業補助金につき

ましてでございますが、みずから里山保全のために５年以上、自発的、継続的に活動ができる市内の活動団体に
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対しまして交付しているのでございます。平成２７年度は奈良井地区の山楽会、山に楽しい会と書くんですが、

ここに補助したものでございます。 

次の丸、環境教育推進事業３７１万円余でございます。この事業は第五次塩尻市総合計画の基本戦略でありま

す子育て世代に選ばれる地域の創造の中で、社会を生き抜く力を育む体験型学習の推進として取り組んでいるも

のでございます。主なものは、しおじりｅ－Ｌｉｆｅ Ｆａｉｒ、環境イベントですが、これを初めといたしま

して環境学習の発表会、訪問出前講座、施設の見学会などのほか、地球温暖化防止やごみ減量などについての地

区説明会もあわせて行っているものでございます。特に一番最後の黒ポツ、しおじりｅ－Ｌｉｆｅ Ｆａｉｒで

ございますが、このＦａｉｒは、市民有志によります実行委員会によりまして、昨年度は大門商店街から市立体

育館、保健福祉センター、塩尻文化センターに会場を移しまして、環境、生活、健康、食をテーマに行ったもの

でございます。本年度も１０月の第１日曜日、同じ場所で行う予定でございます。 

合併処理浄化槽設置事業につきましては水道事業部となりますので、次の丸、高ボッチ高原自然環境保護事業

２３１万円余でございます。１５４、１５５ページをお開きください。２つ目の黒ポツ、植生復元試験業務委託

料２２４万円余につきましては、希少な植物等の植生復元試験などの基礎調査のほかに、高ボッチの将来の姿を

考えながら、自然保護、草競馬等の観光、また乳牛等の畜産などの、それぞれ調和をした自然保護が進められる

ようガイドラインの素案を作成を委託したものでございます。 

一番上の丸、地下水・湧水等水環境調査事業１１０万円余でございますが、平成２６年度において市内の地下

水等の状況を把握するため、本市では深井戸の水位を夏、冬の２回行ってきました。こうした調査はですね、こ

れまで松本市と安曇野市が先行してやってきましたけれども、平成２７年度は塩尻市から大町市までの４市、ま

たその周辺の７町村でつくるアルプス地域地下水保全対策協議会で、広域的な地下水を調査したいということで、

その調査の費用負担といたしまして、３つ目の黒ポツ、地下水位・水質調査負担金１５万８，０００円を負担し

たものでございます。 

４つ目の丸、再生可能エネルギー利用促進事業でございますが、この事業は二酸化炭素の発生抑制のための木

質バイオマスエネルギーの普及促進を図ろうとしているものでございます。その中で薪ストーブ及びペレットス

トーブ、またペレットボイラーのですね、設備設置とペレット燃料に対します補助金の交付を行っているもので

ございます。昨年度はＦ・パワープロジェクトの関連事業といたしまして、ペレット関連のストーブ及び燃料が、

平成２６年度の末に地域再生戦略交付金の対象となったことから、その事業費を繰り越したため、今お話の事業

の次の次の丸にありますように括弧して繰越と書いてございますが、地球環境保全事業としてペレットストーブ

及びペレット燃料の補助を行ってきたものでございます。昨年度から木質バイオマス燃料の普及促進を図るため

に、補助金額をペレットストーブにつきましては従前の１０万円から２０万円に、薪ストーブにつきましては、

同じく１０万円から１５万円とさせていただいているものでございます。このことによりまして、薪ストーブで

１０件、ペレットストーブで１１件、ペレット燃料で２５件の補助を行ったものでございます。 

次に５つ目の丸、省資源・省エネルギー促進事業７５万円余でございますが、昨年度から省エネに設備の導入

普及を促進するため補助要綱を改正いたしまして、家庭用蓄電池、燃料電池の普及を進めてきております。特に

家庭用蓄電池につきましては新築住宅で太陽光発電とセットで、またＨＥＭＳにつきましては新築既存住宅にか

かわらず、太陽光発電設備とのセットで設置する家庭が多くなってきております。本市では平成２６年に太陽光
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発電に対する補助金の交付は終了しておりますけれども、まだまだ新築住宅を含めまして太陽光発電設備の設置

が進んでいるという状況でございます。 

１５６、１５７ページをお開きください。一番上の丸、斎場施設維持整備費１，７３４万円余でございます。 

主なものは５番目の黒ポツ、斎場設備改修工事１，３９３万円余でございます。３つあります人体の火葬炉が老

朽しましたため、年次的に１炉ずつ耐火レンガ等の積みかえ工事を行っているものでございまして、同時に老朽

化いたしました電気設備の改修もあわせて行ったものでございます。ちなみに本年度は３炉目の工事が終了した

ところでございます。 

３つ目の丸、霊園整備事業８７９万円余についてでございますが、２つ目の黒ポツ、合葬墓実施設計委託料１

０３万円余でございます。本年度の合葬墓建設工事の発注に向けてですね、建築関係の実施設計を委託したもの

でございまして、既にこれは発注しておりまして、今、工事を進めているところでございます。 

し尿処理事業につきましては、水道事業部となりますので、次の１５８、１５９ページをお願いいたします。

４つ目の丸、ごみ処理負担金３億７８４万円余でございます。御承知のとおりごみの共同処理に伴いまして、塩

尻市、松本市、山形村、朝日村を構成市村といたします松塩地区広域施設組合に支払った可燃ごみ処理及び朝日

村にございます最終処分場の運営管理にかかわる負担金でございます。なお、組合の負担金の案分基礎となりま

すごみの量につきましては、決算説明資料のほうに記載してございますので、ごらんいただきたいと思いますけ

ども、事業系のごみにつきましては、今現在横ばいか若干多い状況でございます。家庭系のごみについては２％

以上の減少で、年々減少しているという状況でございまして、市民の減量意識の高いことがうかがえているとい

うふうに認識してございます。 

次の丸、廃棄物等収集運搬処理事業１億３，５１０万円余につきましては、可燃物、不燃物、有害ごみ、剪定

木等の収集運搬にかかわる経費となってございます。１６０、１６１ページをお開きください。一番上の黒ポツ、

廃棄物破砕処理委託料３，０００万円余でございますが、収集された埋め立てごみの破砕処理、また塩尻クリー

ンセンターで今現在受け入れしております木製家具、あるいは布団、こういったものの破砕処理を高出地区にご

ざいます前田産業株式会社に委託しているものでございます。なお、塩尻クリーンセンターにつきましては、今

回の市長総括説明でも申し上げましたとおり、現在、センターの敷地下段の公園駐車場に仮設の受け入れ建物を

設置しております。１０月から焼却炉を含む施設の全部解体を来年の３月末までに行う予定になっておりまして、

平成２９年度は、新しいごみ中継施設を組合のもと建設することとなっております。 

最初の丸、資源リサイクル推進事業１億８，０６３万円余でございますが、この事業は一般家庭のプラスチッ

ク製容器包装品、瓶、ペットボトル、紙類、古布類、金属類、生ごみ等の収集運搬処理をする経費と、ごみを分

別して燃えるごみや埋め立てごみを減らし、資源として有効活用することを促進するための補助金の交付などを

行っているものでございます。中ほどの黒ポツ、焼却灰資源化等委託料３，１７３万円余でございますが、現在、

朝日村にございます塩尻市と朝日村が所有する最終処分場につきましては、平成２６年２月に地元の皆さんとそ

の使用期限を平成４５年まで延長できることとなりました。これは松本クリーンセンターから排出されます焼却

灰の一部を資源化することによって可能となったものでございまして、昨年度は９１８トンを土木用資材として、

資源化したものでございます。下から４つ目の黒ポツ、備品購入費１０８万円でございます。こちらにつきまし

ては、古着の回収コンテナの２台分の購入費となっております。内容は古着のリユース、リサイクルによる可燃
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ごみ削減を進めるため、一昨年度からカインズホームの駐車場をお借りしまして、月１回の業者による古着の回

収を行ってきました。現在は、古着は燃えるごみとして出してきておりますけども、これを資源化することによ

って、市民の負担を少なくしていこうという取り組みでございます。平成２７年度は、さらに市民の利便性を高

めるために拠点回収場所、あるいは回収頻度を多くしたいということの中での検討を進めましたところ、カイン

ズホームと綿半ホームセンターの２カ所に２店舗でですね、それぞれ自社で古紙の回収を行っておりますけども、

その横に購入しましたコンテナを置きまして、古着の回収を店舗があいている時間いつでも出せるという状況を

つくりまして、常時の回収をしているところでございます。私からは以上でございます。 

○地域振興課長 ページが大分飛びますが１９０、１９１ページをお願いいたします。８款土木費１項土木管理

費２目交通安全対策費をお願いいたします。備考欄最初の白丸、交通安全対策事業諸経費１，７００万７，００

０円余でございます。最初の黒ポツ、塩尻市交通安全対策委員会委員報酬１１人分につきましては、市の交通安

全実施計画等を協議し、交通安全及び交通環境に関します施策ですとかを総合的に、かつ計画的に推進するため

の委員会の委員報酬でございます。委員１３人中１１人が出席したものでございます。そこから２つ下がってい

ただきまして黒ポツ、長野県民交通災害共済会費徴収報償金１０３万４，０００円余でございますけれども、こ

れは県民交通災害共済の募集会費の徴収にかかわっていただきました区等に対しまして、加入者１人当たり３０ 

円を区にお支払いしたものでございます。下から４つ目の黒ポツになりますが、交通安全教室等委託料７６６万

８，０００円余でございます。こちらは交通安全教室等をＮＰＯ法人交通教育とらふぃっくＳｉｓｔｅｒｓに委

託したものでございます。交通安全教室の延べ実施回数は３４８回、延べ参加者数は２万６，００３人でござい

ました。ちなみに２７年中の市内の交通事故の発生状況でございますが、発生件数は２９８件ということで前年

と比べまして２１件の増、交通事故によります死者は２人ということで前年よりも１人減りました。 

次の白丸を１つ飛ばしまして、３目輸送対策費をお願いいたします。備考欄の白丸、輸送対策事業費８，２２

１万５，０００円余でございます。この事業につきましては、市といたしまして地域振興バスの運行事業でござ

いますが、平成２７年度につきましては、３年に１度の運行経路ですとか、ダイヤを大幅に見直しをいたしまし

た。備考欄最初の黒ポツ、塩尻市地域公共交通会議委員報酬７万７，０００円余につきましては、地域における

公共交通の確保や利用者の利便増進に必要な事項を協議するため組織されておりまして、主に地域振興バスの運

行形態ですとか、公共交通空白地域の解消を図る計画について協議しており、昨年度は６月と１月に開催したも

のでございます。ページをおめくりいただきまして１９３ページ最初の黒ポツ、地域振興バス運行委託料７，９

５６万８，０００円余でございますが、楢川線につきましては大新東株式会社に、その下の片丘線ほか８路線に

つきましては、信州アルピコタクシー株式会社に運行委託をいたしました。このうち北小野線につきましては、

国の補助事業を導入いたしまして、２７年度に４１６万３，５００円の補助をいただいております。これは、公

共交通不便地域にならないようにする施策を支援するものでございまして、２３年度以降に申請された路線が該

当となっております。この補助金につきましては、運行事業者に直接交付されるものでございまして、市は、こ

の委託業者に対しまして運行委託料からこの補助金と、それから１人１００円の運賃収入を差し引いて委託料と

してございます。ちなみに２７年度の年間利用者数でございますが、１５万６，９７２人ということで、前年と

比べまして１，０１４人の減でございました。 

次の白丸でございますが、駅前駐輪場等管理事業１３３万１，０００円余でございますが、一番下の黒ポツ、
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駐輪場管理委託料８７万２，０００円余が主なものでございます。これは広丘駅とみどり湖駅の駐輪場の委託管

理料でございまして、シルバー人材センターに委託したものでございます。 

次の白丸、運輸対策事業（繰越）分１，０８５万６，０００円余でございますけれども、こちらは備品購入費

といたしまして１，０８０万３，０００円余の地域振興バスの楢川線の新車両を購入したものでございます。こ

の費用につきましては、国の地域活性化戦略交付金を受けるために平成２７年３月に補正予算で計上いたしまし

て、繰り越し手続をとりまして本年の３月に購入したものでございます。車両価格の２分の１に当たります国庫

補助金５３６万９，０００円を充てたものでございます。私からは以上です。 

○消防防災課長 次に２０８、２０９ページをお願いいたします。９款１項１目の常備消防費、２０９ページ備

考欄の最初の白丸、広域消防負担金５億９，５８７万円余のうち、松本広域連合負担金５億８，４９５万円余は、

常備消防を運営するための本市分の負担金でございます。内訳は、消防費負担金５億６，２３９万円と消防主任

として広域消防から本市に派遣されております職員１名の人件費、及び本年３月に退職をしました広域消防職員

のうち、広域消防発足前に本市の職員として採用した消防職員２名分の退職金の本市の負担金でございます。そ

の下の黒ポツ、松本広域連合負担金（高速救急業務）６３９万円余につきましては、高速道路上の救急業務にか

かわる経費として、中日本高速道路株式会社から本市に支払われた支弁金の金額を、そのまま松本広域連合に支

出をしたものでございます。その下の黒ポツ、長野県消防防災ヘリコプター運航協議会負担金１５５万円余につ

きましては、松本広域消防からの派遣者の人件費の当市の負担分でございます。次に２１０、２１１ページをお

願いいたします。最初の黒ポツ、木曽広域連合負担金２９７万円余は、木曽広域の消防庁舎建設などの起債償還

分でございます。 

次、２目の非常備消防費をお願いいたします。最初の白丸、団員等公務災害補償費１４０万円余につきまして

は、遺族年金、けがの治療費の支払いでございます。 

３つ下の白丸をお願いいたします。消防団諸経費１億８７７万円余のうち、１つ目の黒ポツ、２１０６万円余

につきましては、８７０名分の団員報酬でありますし、その下の黒ポツ、消防団員退職報償金２，８３４万余に

つきましては、５年以上勤務し退職しました団員９７人に対し、その団員の階級及び勤務年数に応じて退職報償

金を支給したものでございます。上から５つ目の黒ポツ、消耗品費４０２万円余につきましては、消防団員の安

全確保のための携帯用ヘッドライトや安全靴等でございます。中ほどの黒ポツ、被服費３４６万円余につきまし

ては、消防団のはっぴ、ズボン、活動服等の購入費でございます。次に、２１２、２１３ページをお願いいたし

ます。最初の黒ポツ、消防団員退職報償金負担金１，７２８万円は、団員の退職報償金の給付のための消防基金

への掛金でございます。１つ飛びまして、公務災害補償費負担金１９４万円余につきましては、公務中に負傷し

た消防団員、消火活動等に協力し負傷した市民などに支払う補償のための掛金でございます。その３つ下の黒ポ

ツ、消防団運営交付金１，２４４万円余は、消防団本部、分団及び各部の運営のため団員数、世帯数、車両割等

に応じて交付したものでございます。その下の黒ポツ、災害出動交付金２３８万円につきましては、火災１６件、

行方不明者の捜索６件、水防２件に出動しました交付金です。 

続きまして３目消防施設費をお願いいたします。最初の白丸、消防施設整備費７，６９５万円余のうち最初の

黒ポツ、営繕修繕料５２９万円余ですが、防火貯水槽の漏水補修４カ所等でございます。その下の黒ポツ、設計

委託料８４万円余ですが、これは洗馬分団第７部詰所の設計委託料であり、その下、監理委託料１３９万円余と、
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その下、詰所建設工事３，６７２万円は、洗馬分団第７部と塩尻分団第４部のものでございます。２つ下の黒ポ

ツ、備品購入費２，０６５万円余は、楢川分団第１部積載車と第３部の軽の積載車各１台と広丘、宗賀、洗馬の

各分団各１台、小型動力ポンプを購入したものでございます。 

その下の白丸、消防施設整備費６７８万円余は、芦ノ田に設置した耐震性の防火貯水槽４０トン、１基分の設

置費用でございます。私からは以上でございます。 

○財政課長 それでは、ページ少しお進みいただきまして２６６、２６７ページをお願いいたします。下のほう

でございます。１２款公債費でございます。備考欄をお願いいたします。公債費のうち元金で長期債元金償還金、

これにつきましては３０億２，４１１万円余でございまして、前年に比べて１億７，５００万円ほどの増額とな

っております。これにつきましては、市民公募債、ワイン債の満期一括償還、これは２億円ございましたので、

これが増額の要因でございます。 

また、その下の白丸、利子、長期債利子償還金、これにつきまして２億６，８００万円余ということでござい

まして、金利の低下傾向もございまして、前年に比べて３，６００万円余の減額となっております。公債費は以

上でございます。 

○企画課長 続きまして２６８、２６９ページをお願いいたします。１３款１項１目土地開発公社費２億１，０

００万円でございます。公共用地取得等に関しまして、事業の円滑な推進を図るために土地開発公社に無利子で

貸し付けをして事業支援を行ったものであります。以上ございます。 

○財政課長 最後１４款予備費でございますけれども、２７年度につきましては、予備費の執行はございません

でした。 

続きまして、財産に関する調書に移りますので、決算書の３８１、３８２ページをお願いいたします。３８１、

３８２ページ、公有財産でございます。土地及び建物のここは総括表でございます。１行目につきましては、こ

れは総括でございまして、下の２つ、行政財産と普通財産の合計をお示してございます。左から土地、前年度末

残高がありまして、期中、決算年度中増減があって、決算年度末現在高が２，０９５万平米余ということでござ

います。土地でございます。その右側、建物でございますけれども木造、非木造それぞれございまして、一番右

側です。合計決算年度末現在高が２８万７，１９８．４平米になったというものでございます。 

おめくりいただきまして、３８３ページ、このページからは、財産別の調書でございます。まず行政財産（公

用財産）でございます。市が直接使用する財産でございますけれども、こちらについては、異動はございません。 

おめくりをいただきまして、３８５ページ、次が行政財産のうちの公共用財産でございます。市民が共同利用

をする財産でございます。増減のあったもののみ説明をいたします。土地のところの決算年度中増減ごらんいた

だきますけれども、中段あたり広陵中学校で３，９１７平米ふえております。これは広陵中の駐車場として賃借

しておりました土地、これを賃借料の引き上げ、あるいは買い取りが求められましたので、ここにつきましては

取得をしたということで増となっております。おめくりをいただきまして、上から３つ目でございます。平沢地

区公園用地、土地がふえてございますけれども、これは街なみ環境整備事業により事業取得をした土地でござい

ます。その下、緑地・公園として土地がふえてございますが、これについては、住宅開発行為によりまして造成

した緑地の寄附を受けたというものでございます。それでは２枚おめくりをいただきまして、３９１ページの中

段より下のほうにございます宗賀地区農業支援施設、土地面積減っております。これは旧宗賀南部保育園でござ
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います。土地建物とも売却処分のために一旦普通財産に移動したというものでございまして、この行政財産から

は減としたというものでございます。土地建物でございます。それからおめくりいただきまして、中段より下の

ほうでございます。大門公民館、こちらについては、建物の解体により建物面積が減となっております。ページ

を２枚おめくりをいただきまして、３９７ページの中段より少し上でございます。小坂田公園の土地、これは東

電の鉄塔敷でございます。かさ上げ工事に伴いまして、行政財産目的外使用許可としておりましたけれども、こ

この部分につきましては、売却をするというために一旦普通財産に移動したものでございます。それから中段よ

り少し下ですけれども、大門三番町・四番町介護予防交流施設ということで、建物が、これは建設による面積が

増加となっております。下から３つ目でございます。精神障害者授産施設、これは固定資産台帳整備を本年度行

いまして、２４年度に増築しましたクッキーハウス部分、面積が不足しておりましたので、ここで追加をさせて

いただいたというものございます。一旦ここに計上いたしますけれども、なお、その下の障害者福祉センターと

ともにですね、あわせまして本年４月１日付で社協に譲渡しましたので、次回の決算書からはここはゼロになる

というものでございます。おめくりをいただきまして、中段より少し上でございます。片丘保育園、土地ふえて

ございます。これは送迎用の駐車場、御厚意によりこれまで無償でお借りしておりましたけれども、このたび取

得をしたというものでございます。それからそこから３つ飛びまして吉田原保育園・吉田児童館分館でございま

す。木造、それから一部非木造を解体をいたしまして、建物を建設による増となったものでございます。それか

ら、中断より少し下です。旧高出保育園、こちらにつきましては、土地の一部、これは高出区のものでございま

して、用途廃止をしたら返還をするという覚書がございました。これについては返還できませんので、行政財産

のまま、これまで登録をしてたところでございます。このたび、東通線の用地先行取得によりまして取得精算の

手続ができましたので、普通財産へ移動するというものでございます。それから、おめくりいただきまして中段

よりちょっと上でございます。高ボッチ高原公衆便所、こちらについても固定資産台帳の整備の中で判明をいた

しました面積を訂正したものでございます。それから中段より下のほうになりますが、消火栓用地、これは寄附

を受けたものでございますし、防火水槽用地６６．６平米ふえておりますが、これは旧贄川保育園用地内に防火

水槽ございました。旧贄川保育園を売却するということに伴いまして、行政財産として分筆をし、区分をしたと

いうものでございます。それから、おめくりをいただきまして、上から５つ目くらいでございます。広丘駅東口

駐車場、非木造建物ふえておりますけれども、これは物置を設置したものでございます。おめくりをいただきま

して、行政財産は以上でございます。 

さらにおめくりいただきまして４０７ページ、ここからは普通財産の調書でございます。中段より少し上にご

ざいます教員住宅（原新田）、それから３つ飛んで教員住宅（原口）でございますが、これは老朽化し、解体をし

たということで面積が減となっております。２枚おめくりいただきたいと思います。４１１ページ、上から３つ

目でございます。渋沢集会所、これは土地建物の寄附を受けたものでございます。次の洗馬分団７部詰所でござ

います。これは太田の詰所でございますが、建築による増でございます。２つ飛びまして塩尻分団第４部消防詰

所、上西条ですけれども、こちらも建設による増でございます。土地につきましては、昨年寄付を受けた部分の

地籍更正、面積の訂正でございます。それからおめくりをいただきまして、４１３ページ、上から３つ目、楢川

分団第３部車庫、これも旧贄川保育園の売却に伴いまして、用地内の車庫部分、これを分筆して所管がえをした

というものでございます。それから、中段あたりにあります旧宗賀南部保育園、これは土地建物、一旦先ほど申
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しました普通財産に計上した後、売却をしたというものでございまして、年度末現在高はゼロとなっているもの

でございます。売却をしたところでございます。１つ飛びまして旧高出保育園、これも先ほどの行政財産からこ

ちらのほうへ移動をしたというものでございます。それから１つ飛びまして旧贄川保育園、その下の旧塩尻東児

童館、ともにこちらは売却処分をして減となったものでございます。それからおめくりいただきまして、一番上

でございます。楢川公民館旧平沢分館、これは街なみ環境整備によりまして公園用地として解体をしたというも

ので、事業で解体したところでございます。それから、おめくりいただきます。もう１枚おめくりいただきます。

４１９ページ、上から５つ、６つですけども小坂田公園、こちら先ほど申し上げました東電の鉄塔敷き、行政財

産からこちらの普通財産へ一旦戻し、売却をし、ゼロとなったというものです。それから４つ飛びまして、ごみ

ステーション用地につきましては、これは市に帰属をしたというものでございます。 

それからおめくりいただきまして、４２１ページをお願いいたします。こちらは山林の調書でございます。面

積のところの決算年度中増減高のところで１５０ヘクタール余り、分収林から所有林に移動になっております。

これは高ボッチ付近の官行造林、契約解除、精算によりまして１５３ヘクタール余りが分収林から所有林に移動

したというものでございます。それから右側半分、立木の推定備蓄量でございます。こちらは木の成長率を年３．

１％で推計をいたしまして、そこから所有林につきましては間伐分がございましたので、これを除いてございま

す。分収林につきましては、国から示された備蓄量を所有林に移動したというものでございまして、真ん中の欄

でございます。決算年度中増減高の合計が８，８７１立米増加をいたしまして、全体では３０万１，０１７立米

となったというものでございます。 

それから、次のページは出資による権利、ごらんのとおりでございます。一番下、株式会社松本山雅出資金と

いうことで５００万円を増資したものでございます。財産については、以上でございます。 

○会計管理者 私からは４２３ページからの重要物品について御説明申し上げます。重要物品の基準につきまし

ては、財務規則によりまして、自動車と取得価格、または見積価格が１００万円以上の物品、また市長が特に必

要と認めたものとなっております。表につきましては、区分別に２７年度中の取得、または処分等のあった物品

を増減し、決算年度末現在高を記載しております。平成２７年度中におきまして、主な物品につきましては、防

災行政無線用漢字パソコン１台、消防積載車２台や給食調理用コンベクションオーブン２台、除雪に使用するブ

ルドーザー１台の購入等による取得２８点が増数となり、小型動力ポンプ等３１点が処分等で減数となりました。

合計につきましては４２６ページをごらんいただきまして、差引決算年度末現在高は４７９点となっております。

以上でございます。 

○財政課長 続きまして４２７ページ、債権でございます。これについては、決算年度中増減と決算年度末現在

高、表に示してあるとおりでございますので、ごらんいただきたいと思います。 

次のページ、基金でございます。基金の年度末の現在高の一覧でありまして、内容につきましては、先ほどの

歳出の基金のところで説明したとおりでございます。 

それから次のページ、４２９ページ以降につきましては、これは基金の運用状況でありますので、ごらんいた

だきたいと思います。以上で財産に関する調書の説明を終わりますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長 ありがとうございました。それでは、午後２時５５分まで休憩とさせていただきます。 

午後２時４２分 休憩 
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―――――――――― 

午後２時５３分 再開 

○委員長 休憩を解いて再開をいたします。 

 それでは、説明を受けました４４８ページまでの質疑を行います。委員の皆様から質問はありませんか。 

○柴田博委員 １５３ページの真ん中あたりの東山地区周辺水質調査業務委託料の関係ですけども、この結果に

ついては、公表されているならどんな形で公表されていたのか、または、されてなければその結果について、大

まかなところを説明お願いします。 

○生活環境課長 通常の大気、水質等の値については、私ども環境白書という形でもって公表しているんですけ

ども、今回の東山地区のものについては、特にこれを公表しているところではございません。本会議の中では、

内容はちょっと説明をさせてもらいましたけども、内容はですね、一番は住民の皆さんが心配しておりました電

気伝導率、これは電気をどのくらい通しやすいのか、いわゆる汚れている水については電気は通しやすいとうい

うことがございまして、真水に近いほど電気は通さないという、そういうことでございまして、その状況、それ

から、ＢＯＤ、ＣＯＤ、一般的な水質の調査項目、それから重金属等のものを排出しているかどうかの検査をさ

せてもらいました。これについては、本会議でもちょっと説明をさせてもらいましたけれども、安定型最終処分

場から出てくる排水、これは処理をした後の排水ですけども、これの電気伝導率が高いということと、塩化分で

すね、いわゆる塩分ですけども、塩化分が高いということがございまして、これについては、今後注視していき

たいというような答弁をさせてもらったところでございます。以上です。 

○柴田博委員 今の件ですけれども、サンプリング箇所等はどのように、誰が決めたのかということと、あと今

回の今説明があった結果について、急いで対処しなきゃいけないようなものはなかったのかどうか。その辺につ

いては、どうでしょうか。 

○生活環境課長 場所のサンプリングについては、場所につきましては周辺の河川と、それから湧き水が出てい

るところがございましたので、これは地元の皆さんが心配している部分を相談一緒にしまして決めさせていただ

きました。特に今回は塩化分、塩化分というのは先ほどもお話ししました塩の部分ですね、それが出ているとい

うようなこともございまして、これがいわゆる融雪剤、国道の融雪剤、調べてみますと、あそこの国道は塩をま

いているようでございまして、普通、塩カルとか、塩カリなんですが、あそこは直接塩をまいているというふう

にちょっと聞いております。その部分が実際の地下水に影響しているかどうかを見るために、国道より上の湧水

ですね、こういうとこも調べさせてもらった。これも地元の皆さんと情報を共有しながらですね、決めさせてい

ただいたところでございます。結果についてはですね、住民の皆さんが独自に測定している部分もございました。

例えば電気伝導とか、そういったのもございましたので、それについて我々としましては、安定型最終処分場だ

けではなくて、塩尻市どこの場所もですね、市民の皆さんが不安なものを感じていれば、それが実際どうなって

いるかっていうのは、すぐにサンプリングして調査し、その結果が環境に影響ないのかどうかっていうことは、

今回の東山に特定せずにやっておりまして、たまたま今回住民の皆さんが、そういう不安を感じたもんですから、

優先してやらさせてもらったという状況でございます。なお、重金属等の調査をいたしましたけれども、これは

法律に基づく排出基準の以下だったということでございます。 

○永井泰仁委員 関連のことになろうかと思いますが、この１５５ページの地下水の水質が４地点ということで
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すが、それと水位のほうですかね、１地点ですが、これは傾向的にどんな傾向でしょうか。いわゆる汚染をされ

ているのか、同じような、例えばＢＯＤなりＣＯＤが横ばいなのかとか、あるいはその地下水の水位は上がって

いるか、下がっているかっていう、傾向で結構ですが。 

○生活環境課長 地下水の水質調査でございますが、特段ですね、これは東山地区をやったわけではなくて、個

別に私どもの深井戸を測定しているものでございまして、特に重金属等の問題、ＢＯＤ、ＣＯＤ含めて問題は起

きておりません。ただですね、これ全国的になんですが、いわゆる農作物地域の畑、田んぼのところは肥料の影

響が出てですね、亜硝酸態窒素、窒素分ですね、亜硝酸態窒素というものが出てるところもございます。ただ特

に心配する状況ではございませんけれども、そういったものをモニタリングしているという状況でございます。

なお、地下水の１カ所でございますが、これは中央スポーツ公園の井戸、３０メートルの井戸があるんですが、

ここに設置をいたしまして、これは年間の傾向と、それから今後何年かの傾向を見ていきたいために設置したも

のでございまして、これは自動計測するようになっておりまして、それをグラフに落としまして、１年間どのよ

うな推移の変化があるかということを調べているものでございます。渇水期のある２月、３月は、やはり水位が

低くなっておりますし、降水期、つまり６、７、８月、この時期は水位が高くなっているという状況が、まだ半

年ばかりしか調査してございませんので、そういった状況は見られているところでございます。以上です。 

○永井泰仁委員 最近、エプソンのとこですかね、一番北、東のほうのところで地下水を使うということで、ボ

ーリングを始めているもんですから、できればその辺のとこまた話をして、一緒に地下水とか、いろんなのもデ

ータをまた調査をですね、協力してもらえるような形を今から話しておけば、ちょうど塩尻市のどっちかってい

うと下流のほうの水質的な変化とか水位も把握しやすいんで、そんなところをちょっと気をつけてもらいたいな

あというふうに思っております。 

それからもう１個いい。ちょっと違うほうへ飛んじゃって申しわけない。交通安全対策の関係なんですが、今

度は所管がこっちのほうへかわったということなんですが、例の信号機の設置の関係ね、これは本来どこを窓口

にしてお願いすりゃあいいかと。ということは、今、東幹線工事とスカイブリッジから東へ行った都市計画道路

の原新田野村線がですね、１６メーターの道路がＴ字交差になるもんですから。広丘小学校等へ行く皆さんが当

然、そこのところをまた横断して、道幅も広がったということで前から本会議でも信号機の設置をお願いしてお

いたんですが、本年度、県のほうの予算で信号機の箇所づけがされていなかったっていうことですが、少なくと

もまた来年度早々には、それをやってもらわないと、また保護者、ＰＴＡから当然またどうなっているという話

が来ますが、こういう信号機の設置のは、窓口はこっちの交通対策のほうなのか、建設のほうなのか、その辺に

ついてお伺いします。 

○地域振興課長 交通安全に関連してですね、信号機ですとか、あるいは横断歩道ですとか、歩道の関係ですと

か、その要望みたいなものにつきましては、全て区長さんを通じて要望として上げていただくようになっており

まして、それはうちの地域振興課で一括全部お受けしております。それぞれ交安のほうにお願いをするものです

とか、あるいは市道でありますと、まず市の建設課等へ言ったりといったようなことで振り分けはさせていただ

きますけれども、地域振興課のほうで結構でございます。 

○永井泰仁委員 それじゃ、窓口はこっちの地域振興なら結構なんですけどね。それからまた県のほうへも、や

っぱり交安のほうも通して見に来てもらったり、お願いをしないと、当然１６メーターの都市計画道路が交差す



 42 

るというとこだもんですからね、何とか設置をしてもらうように、この辺のところのアプローチをまた行政とし

て強くやってもらいたいわけですが、副市長、こういうのはどうしたらいいですかね、信号機の設置。 

○副市長 県への要望等につきましては、ほかの県道、あるいは市道、それから交通安全関係の一体的な取り組

みもございますんで、地元の要望等は地域振興課でとりまとめるにしても、要望等につきましては建設部門のほ

うがふさわしいのかなと、私個人では思っていますので、ちょっと調整をさせていただいて強力に推進をするよ

うにいたします。 

○永井泰仁委員 よろしくお願いします。 

委員長、それからもう１点。私の聞き違いかどうかわかりませんけど、消防委員会を何かなくす方向で決まっ

ただか、そういう方向で検討しているというようなことも聞いているんですが、これが次年度あたりから消防委

員会は総務委員会のほうへ統合するか何かで、廃止をするような方向で検討なのか、その辺についてはどうでし

ょうか。 

○消防防災課長 今年度消防委員会１回開催しておりまして、その中で消防委員会のあり方等を論議していただ

きまして、その中でおおむねの議員さんは、今後の方向性として消防委員会は廃止ということで、皆さん一応御

了解をいただきましたので、今後、条例等の改正は、この委員会に提出させていただきたいと思いますし、それ

に今までやっていた業務の中で、例えば定員の見直しとか、配備とかですね、そういうのは消防団の中に検討委

員会がありまして、そこで検討する場がございますので、そこでやっていくというお話をさせていただいており

ます。以上です。 

○永井泰仁委員 そうすると、本年度末をもって消防委員会は廃止という方向で提案していくということだね。 

○消防防災課長 そういうことでございます。 

○永井泰仁委員 わかりました。いいです。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○永田公由委員 １５３ページの空き家対策事業の関係で、これが当初予算では１４５万４，０００円盛られて

て、いろんな樹木管理委託だとか、空き家調査だとかっていうような委託料が盛られてるんだけど、それが全く

決算では上がってこないということは、何か理由があって、いわゆる所有者が危険家屋を自主的に除去したとか、

樹木の管理をしたとか、そういうことによるということですかね。 

○生活環境課長 今、委員がおっしゃったとおりでございます。基本的には、今回は緊急安全措置ということで、

例えば建物がですね、崩れそうで何か補強しなきゃいけないとかいう場合とか、あるいは樹木も倒れそうで所有

者が見つからないというような場合は、市がかわってやるという予算をとっておきましたけれども、初年度だっ

たもんですから、ある程度見込みでやらさせていただきましたが、実質上は必要がなかったということでござい

ます。特に樹木の伐採とか、そういうものについては、所有者をみつけてやってもらったということが主でござ

います。建物につきましても、私ども職員が所有者の了解を得てやったというものもございまして、特に予算を

使わなかったということで、御理解いただきたいと思いますけど。 

○永田公由委員 続けていいですか。広域消防の負担金の関係ですけど、私も消防委員として広域のほうへ出さ

せていただいてて、そのときによく話題になるのが、いわゆる楢川村の消防緊急業務に関して木曽広域へお願い

をしてると。それで、６，０００万円、７，０００万円近いお金が支出されているという中で、松本の議員から
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はですね、ちょっとおかしいんじゃないかと。要は塩尻市なんだから、ちゃんと広域消防で受けてやるべきじゃ

ないかという話が話題になるんですよね。そのときに広域消防局のほうでは、楢川の分まで見ると１億円先かか

ってしまうから６，０００万円で委託してたほうが安く上がるという話が出てね、私もちょっと肩身の狭い思い

をするんだけど、この負担金の中には、木曽広域に委託してる分というのは含まれているのか含まれていないか、

その辺はどうですか。これは、部長だわな。消防じゃなくて、広域なら企画政策だよね。 

〇企画政策部長 消防負担金の中の木曽分だと思いますけれども、木曽の消防、楢川地区の消防業務の委託経費

というのは、この中に含まれているというふうに解釈しております。 

○永田公由委員 市から出ている負担金の中に入っているということでいいだね。あんまりいろいろ言やあ、そ

れを言わなきゃいけないもんでさ。 

○財政課長 予算を計上している関係で、私のほうからお答えいたしますけれども、すでに広域消防の業務とい

うのは、松本広域消防の業務でございますので、事務の委託という形で木曽広域に委託している関係があります

から、松本広域消防全体のパイの中で負担をしているということで行っております。 

○永田公由委員 こういう理解でいいだよね。要は人口割だとか、そういうのでもってやってるから、特にその

木曽広域の六千何百万円という負担金を塩尻が特別に負担しているということはないということだよね。そうだ

ね。わかりました。 

 それともう１点、続けて。決算書１９０ページで、輸送対策事業の関係で振興バスのことですけども、単純に

計算すると１人５００円ちょっとかかってるという計算になると思うんですよね。それで１５万６，０００人と

いう延べ人数だと思うんで、実数、いわゆる実際には何人の方が利用してるかっていうような調査をされたこと

はありますかね。 

○地域振興課長 実人数という意味ですね。済みません、その調査はしておりません。 

○永田公由委員 多分難しいとは思うんだけど、現実的には見るとね、ほとんど空気を乗せて運んでるだけの状

況に見えるんだよね。満車で飛んでるのは楢川線くらいかなというような感じで。これもう少し一歩踏み込んで、

例えば今、塩尻駅を全て拠点にしてるわけですよね。じゃなくて、広丘駅を拠点にする路線っていうのを設けて、

例えば電車につなげるとか、それからこっちから行って塩尻駅を拠点に行った車につなげるとかっていうような

考え方っていうのも一度してみないと、利用者もふえないし費用だけふえちゃって、どうも何でもかんでも塩尻

駅を拠点にしなきゃいけないっていう、あれになってるような気がするんだけど、その辺また、次回の見直しで

もいいし、これからの研究課題としてちょっと検討してみてください。要望でいいですから。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

 じゃあ、私１点お願いします。１５１ページの不法投棄物処理委託料、回収委託料の関係でお聞きをしたいと

思うんですが、今、道路のごみ拾いやってもですね、空き缶だとか、そういうのは非常に減ってると思います。

しかしながら、朝早く道路や何か車で走ると、結構コンビニの袋へ入ったごみをポンポンポンポン道路へ捨てら

れているようなケースがあるんですが、大体委託をしてごみの量の傾向は、どんな傾向にあるのか。傾向わかっ

ていたら教えていただきたいと思います。 

○生活環境課長 継続してこういった形のことをパトロールしながらですね、ごみ拾いをしてもらっているとい

う中で、非常に傾向としては毎年減ってはきております。特にですね、家電製品も減ってきておりまして、今、
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委員さんがお話しのようにコンビニから買ってきたものをポイ捨てしてくると。どちらかっていうとですね、常

習化しているという傾向があります、同じ人が。つい最近も警察に情報を提供して、逮捕まではいってませんけ

ども、厳重注意まで行っているという状況のものもございます。ですので、減っているという状況の中ですけれ

ども、また、いわゆる捨てられてしまうとですね、またそこに輪をかけて捨てられてしまいますので、これは根

気よくこの事業は続けていくのがいいかなというふうに思っています。特に奈良井川沿いの道路を走りますと、

こんなこと言っていいかどうかわからないんですけど、塩尻から向こうへ行くと結構ポイ捨てがあるんです。塩

尻側はないんではなくて、塩尻はやっぱり今のパトロールで拾ってくれているという状況がございまして、いわ

ゆるないと捨てにくいっていう環境になると思いますので、これは継続していきたいなというふうに思っており

ます。 

○委員長 もう１点お願いしたいんですが、ごみのポイ捨て条例ってたしかあると思うんですが、これに適用さ

れた人っているんですか。何か処罰、たしかあったような気がするんですが。 

○生活環境課長 適用した例はございません。今、一番ポイ捨てもですね、ポイ捨てっていうか、今言ったコン

ビニで捨てた袋のポイ捨てもですね、警察が入ってくれて一緒になってやってくれているもんですから、警察の

ほうからお叱りをしてもらったりして、抑止しているという状況でございます。ただ、今一番私どもの困ってい

るのは、犬のふんの処置がちょっとところどころ目立っておりまして、これの今、指導をちょっとふやしている

という状況でございまして、御質問の、これに該当させて罰金云々ということは、今のところありません。 

○委員長 今の続きで申しわけないんですが、何かせっかく条例があるもんで、条例何も、ただあるだけで、ほ

とんど市民の皆さん知らんと思うんですよね、この条例を。だからそういうのもちょっとＰＲしてっていう考え

はないでしょうか。やっぱりそういう市民の意識を高めるためにも。 

○生活環境課長 私どもは御承知だと思うんですけども、２月、３月地区説明会がございまして、その一環の中

ではですね、不法投棄による罰金どうなのかとか、あるいは犬のふんの放置はやめましょうとか、そういったこ

とは啓発していますし、必要に応じて環境ニュースの中で条例に基づく、何て言うんですか、ポイ捨てしないよ

うにということはやっております。先ほどちょっとお話ししましたように、犬、猫のふんの放置というのは非常

に多いもんですから、該当地区に回覧とか、各戸配布もしながら、条例とそれから放置しないことを促すチラシ

をですね、区長さんと相談しながらやって、いわゆるみんなで見守っていくというような形をとっているってい

うのが実態でございます。 

〇議長 今の関連で、該当地区というのはどういう形の地区を考えております。 

○生活環境課長 市民もしくは区長さん、多分市民の皆さんが区長さんに相談されているという場合もあります

し、区長さんがいろんな情報の中で、犬のふんが非常に多いというようなことがある場合に、区長さんと私ども

と相談をしまして、まず、いわゆる犬のふんを放置している人がわかっている場合もですね、まず地域にこうい

うことはやめましょうということをチラシ配布させてもらっています。それでもやまない場合は、個人に助言、

指導していくという状況をつくっているということでございます。 

〇議長 言ってることはわかりました。私がずっと見てるのは、例えば塩尻の駅あたりを経由して朝早くに歩い

ている方は、遠い人は高出の方から、地元の人は少ないですね。例えば地元の七番町八番町っていう人は少なく

て、みんなよその区の人が来てぐるぐると回っていくというケースが、私は多いというふうに見ています。いつ
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も会ってちょっと不審な人に、お宅どちらですって聞いたら、私は高出ですとかって言ったり、そうしたことも

あったもんですから、参考までに。 

○生活環境課長 貴重な情報ありがとうございます。少し啓発の方法もですね、今のお話の中でやり方を変えて

いきたいとは思います。ありがとうございました。 

○委員長 ほかにはどうでしょうか。 

○柴田博委員 １６１ページの一番上のほうのごみ袋出荷管理表の関係の委託料というのがあるんですけど、こ

れは今問題になっている、ごみ袋のごみ処理手数料の関係の流れの中では、どんな位置にある委託料になるわけ

でしょうか。 

○生活環境課長 これにつきましては、市民が購入するときのごみ袋の外装袋、つまり１０枚１セットになって

販売されておりますけれども、その外装袋に番号を張りつけることになっております。これはその袋自体が市を

通じて出荷されているということをわからせるための番号になっておりまして、いわゆるこの番号がなければ偽

造して袋をつくって、証紙だけ取ってるというようなことになっちゃうもんですから、その番号をつけてもらっ

ております。だもんですから１０枚１セットで、委託料１つ張るのに５円の手数料を払っております。割返しま

すと外装袋で２０万円、約４，０００袋になるんですけれども、これが外装袋の量でございます。これに１０を

かけますと、出荷された袋の枚数約２４０万枚ということになります。位置づけは、そういったことで、問屋が

それを張って小売りに卸すもんですから、小売りはそれを市民に卸すということで、この番号で全てを管理して

いるというものでございます。ですから、どのぐらいのいわゆる証紙が売れたかというものを、この番号で管理

しているという。 

○柴田博委員 それは、ごみ処理有料化という部分のものだけで、例えば資源物のごみとか、そういうのは含ま

れてないという、そういうことです。 

○生活環境課長 そのとおりでございます。証紙の管理のための番号でございますので、ほかのものは一切これ

についておりません。 

○柴田博委員 そうすると、例えば、やろうと思えばその番号で、どこの番号がもう市のほうに手数料として入

ってきてるかどうかっていうのは、チェックができると思うんですが、そんなこともやられているわけですか。 

○生活環境課長 そのとおりでございます。 

○柴田博委員 ついでにと言ってはなんですけれども、この問題について最新の情報で、どこまで進んでいるの

かちょっと説明をお願いします。 

○生活環境課長 相手方がありますし、今の現況をちょっとお聞きした、未収金の関係でございますけども、一

応相手方弁護士による債務の照会、それから債務の整理、債務の確定という順番で、今やっておりますけども、

若干細かい部分が残ってまして、債務が一応確定するのが今月末くらいになりそうで、当初の予定より半月くら

い遅れているんですけれども。その後１週間ぐらいで破産管財人を立てまして、それぞれの債務者に意見書の提

出、これ１カ月くらい猶予があるんですけれども、を求めまして、その回答を集めまして一応裁判所のほうで非

免責になるか、免責債務になるかという部分も含めまして、決定するというような状況でございます。 

○柴田博委員 そうすると、市のほうはそういう状況を見守ってから行動を起こすというか、実際次の手に出る

ということなのか、それとも今までもいろいろ議論はありますけれども、実際に横領されてるわけなんで、それ
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に対する対処という意味では、別なやり方もあると思うんですけど、その辺についてはどうなんでしょう。 

○生活環境課長 今言いましたように、そういうことで、今、債務者がどのくらい資産持ってるかとか、あるい

は、その債権どのくらい回収可能かってことがまだちょっと未定な部分ございますので、一応それがわかり次第、

裁判所がはっきりした線を出した段階で、一応市の債権管理条例というものがございまして、それに基づいて市

の債務については処理するという形になると思うんですけども、先般、全協でも御質問ありましたけれども、損

害賠償請求、あるいは告訴等につきましても、その段階で総合的に判断していきたいと、うちのほうは今考えて

おります。 

○副委員長 １５５ページ、お願いします。上から２つ目のとこに植生試験の関係がありますけれども、去年ま

では、高ボッチ高原・よみがえれ大作戦でした。非常に期待してたんですがね、ネーミングからしても。ことし

は何かそれが外れてしまってるんですけども、この試験業務委託しての主な結果、内容、特にレンゲツツジでし

たっけ、その復活についての見通しというのは、どういうふうになっているのかお聞きします。 

○生活環境課長 議会で答弁あったかどうか、ちょっと忘れてしまいましたけれど、レンゲツツジの今の花芽が

つかないというのは、株自体が減っているのではなくって、いわゆる雪が積もっていわゆる寒風にさらされなけ

れば、いわゆるレンゲツツジの芽は春まで保たれて花が咲く。しかし雪があまり降らないと、寒風にさらされた

花芽が枯れてしまうというような状況がわかってきました。実は昨年度、いわゆるレンゲツツジの株にわらをか

ぶせてですね、やってみたというような状況のテストもやってきたところでございます。その株自体が今減って

いるという状況ではないので、今現在はふやすとかってゆう状況ではない。特にどこからかレンゲツツジを持っ

てきて、ふやすということは考えていないという状況でございます。 

○副委員長 ふやす気があるのかと思ったら、先にふやす気はないと言われちゃったんで、あと聞きようもない

んですが、ただ、そうすると今のままでは現状か、あるいはまだ減っていってしまうということでよろしいんで

すか。 

○生活環境課長 ふやす気がないという言い方がちょっと失礼だったかもしれませんけども、この下界でいわゆ

る挿し木か何かつくって、それを向こうへ持っていくということはあまりよろしくないんじゃないかということ

は、自然保護ボランティアの皆さんとも含めた中でちょっと話し合いがされています。できるならば、あそこの

ものを動かさないでふやす方法はあるのかっていうことは、考えられると思うんですけども、今の現状の株が急

激に減っているわけではないというような調査結果になっていますので、これを維持していくのが一番いいのか

なというふうには、私どもとして考えておりますけども。 

○副委員長 多分基本的な考え方とすればそういうことだと思うんですね。あそこにある種がそのままもっとふ

えていけるような、復活できるような形が一番好ましいとは思うんですが、そうは言っても観光としてのね、魅

力のある場所ですし、その根幹の部分というのはレンゲツツジの群生みたいな部分もあるんで、本来の元種にこ

だわればそういうことでしょうけども、観点を少し変えれば、若干品種が違ってもそこを埋めて観光のいい、観

光のいいっていうか、観光としての重要性をもっと上げてくっていう考え方もあると思うんですが、そこら辺に

ついては、少し観光の部分も入っちゃうんですが、どういうふうに考えられますか。 

○生活環境課長 実は今年度、いわゆるどうやって自然を保護していくかというガイドラインをいろいろな分野

の皆さんに集まってもらって検討していく考えでおります。庁内会員を含めてですね、専門的な人たちに入って
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もらってやっていきたいなとふうに思っておりますので、その段階で今のお話が、本当に高ボッチとしてふさわ

しいかどうかも含めて検討させていただければなというふうに思いますが。 

○委員長 こんなところでよろしいですか。 

それでは歳出については、以上で終了といたします。それでは、歳入全般について説明を求めます。 

○会計管理者 それでは、一般会計の歳入につきまして、主なものについて御説明いたします。午前中の財政課

長の説明と重複する部分はあるかと思いますが、あらかじめ御了承をいただきたいと思います。 

それでは、決算説明資料の８ページの一般会計歳入決算額比較表及び９ページの市税徴収実績対比表をごらん

ください。１款市税の収入済額９６億９，６７６万８，４７５円は、前年度１０２億９，２７３万７，０３２円

と比較いたしまして、５億９，５９６万円余、５．８％の減となりました。歳入合計の３３．８％を占めている

ところです。また、収納率につきましては、決算説明資料９ページ下から５行目にありますように、現年度課税

分、滞納繰越分、合わせた収納率は９６．５１％、前年度より０．３３％の増となりました。 

それでは、決算説明資料１０ページをごらんください。市税の不納欠損額につきましては、市税不納欠損総括

表の合計にありますように２，３３７件、２，０８３万円余を法に基づき処理をしております。これは前年度よ

り件数では１９５件、税額では２，１８３万円余の減となりました。 

それでは、税目別の決算状況の主な税目について説明いたします。決算説明資料９ページをごらんいただきな

がら、決算書１４、１５ページをごらんください。現年度課税分、滞納繰越分、合わせての計で御説明いたしま

す。１項市民税１目の個人市民税ですが、収入済額３４億９４２万１，０３４円は、前年度より１億２，５０３

万円余、３．８ ％の増となりました。次に２目法人市民税ですが、収入済額１０億２，６５２万５，４１６円は、

前年度より６億５，０３１万円余、３８．８％の大幅な減となりました。 

２項固定資産税１目固定資産税ですが、収入済額４１億８，７６４万１，８９４円は、前年度より８，０６５

万円余、２．０％の減となりました。 

３項軽自動車税ですが、収入済額１億６，５７８万４９８円は、前年度より５２６万円余、３．３％の増とな

りました。 

次に、決算書１６、１７ページをごらんください。４項市たばこ税ですが、収入済み額４億５，０９２万３，

９９１円は、前年度より３５９万円余、０．８％の減となりました。 

次に、８項都市計画税ですが、収入済額３億５，９５０万７，８９２円は、前年度より６３８万円余、１．７％

の減となりました。なお、都市計画税充当状況につきましては、決算説明資料１１ページで御確認いただきたい

と思います。 

次に、決算書１８、１９ページをお開きください。２款地方譲与税は、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、

航空機燃料譲与税で、収入済額２億６，５９４万３，００３円は、前年度より１，２１６万円余、４．８％の増

となりました。それぞれの譲与税の交付等の内容は、備考欄の記載のとおりでございます。 

４款配当割交付金の収入済額は３，９２２万円、前年度より９５９万円、１９．６％の減となりました。 

５款株式等譲渡所得割交付金の収入済額は４，０２２万８，０００円、前年度より３１１万円余、８．４％の

増となりました。 

決算書２０、２１ページをお開きください。６款地方消費税交付金は１３億４，３９６万７，０００円、前年
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度より５億２，１９０万円余、６３．５％の増となりました。 

７款ゴルフ場利用税交付金から１１款交通安全対策特別交付金までの交付金につきましては、７款ゴルフ場利

用税交付金、８款自動車取得税交付金、１１款交通安全対策特別交付金が、それぞれ増となっております。 

１０款地方交付税におきましては、地方公共団体ごとの財源の均等化を図り、地方行政の計画的な運営を保障

するために、国の一定の基準により地方公共団体へ交付されるもので、収入済額５２億９，１３７万円は、前年

度より２億９，９５６万円、５．４％の減となりました。詳細につきましては、決算説明資料の１２ページで御

確認いただきたいと思います。 

次に、決算書２２、２３ページをお開きください。１２款分担金及び負担金は、特定の事業に要する経費に充

てるもので、収入済額３，９４０万６，２００円は、大幅な減額となっておりますけれども、保育料を１３款使

用料及び手数料へ移したことによることが主な要因となっております。その主なものにつきましては、２３ペー

ジの備考欄の中ほどにあります２節児童福祉費負担金のうち長時間保育等負担金、放課後児童クラブ利用者負担

金になります。なお、またその詳細につきましては、決算説明資料１５ページの保育料等収納実績表で御確認い

ただきたいと思います。 

次に、１３款使用料及び手数料は、各担当課等で管理している公共施設等の使用料等になります。収入済額６

億３，７９８万６，７２３ 円は、前年度より３億５６０万円余の大幅な増額となりました。この増額の要因の主

なものといたしましては、先ほどの１２款分担金及び負担金で申し上げました保育料を含めたものからなるもの

です。 

少し飛びまして決算書２７ページ、８目教育使用料の２節保健体育使用料は３２３万円余の増となっておりま

す。平成２７年度８月末で閉鎖しました市民プールの利用者人数の増により使用料が増加したものになります。

その詳細につきましては、決算説明資料２３ページをごらんいただきたいと思います。 

１枚めくっていただきまして、２９ページ２項手数料につきましては、収入済額１億１，３１０万８，１６５

円で、１，０７７万円余の減となっております。 

次のページ３０、３１ページをお開きいただき、３目衛生手数料２節清掃手数料の収入済額６，３６１万４，

６７３円は、前年度より８７０万円余の減となっております。収入未済額につきましては、２，０４９万９，７

５０円となりまして、備考欄廃棄物処理手数料、ごみの証紙代の未収金額となっております。 

次に、５目土木手数料、収入済額４４４万３，１００円、前年度より２８５万円余の減。都市計画手数料、備

考欄下のほうにあります市における建築確認手数料の減によります。 

次に、決算書３２、３３ページ、そのページから次のページまでごらんいただきたいと思いますが、１４款国

庫支出金です。収入済額２９億１，８４３万４９８円は、前年度より２億８，１５９万円余、８．８％の減とな

りました。また、収入未済額は２億１，９４６万円余となりまして、内訳につきましては、決算説明資料６ペー

ジにあります繰越明許の平成２７年度から平成２８年度への財源内訳の国庫支出金になりますので御確認いただ

きたいと思います。１４款国庫支出金中、前年度と比較いたしまして、特に増額となったものは、３２、３３ペ

ージにあります１節社会福祉費負担金、収入済額５億６，３０２万９，７００円は、前年度より７，７０１万円

余の増となっております。 

めくっていただきまして、次のページ、３４、３５ページになります。２項国庫補助金は１０億４，９１７万
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２，２０６円、主なものにつきましては２目民生費国庫補助金のうち１節社会福祉費補助金１億５，５７４万９，

０００円が、前年度より１億３，８７６万円余の減となりました。詳細につきましては、３５ページの備考欄の

とおりとなっております。 

めくっていただきまして次のページ、２項３目の衛生費国庫補助金、収入済額１，８６１万６，０００円は、

前年度より１，１７９万円余の増。 

５目土木費国庫補助金、収入済額４億３，５８３万６，０００円、１億９，７０５万円余の減。内容につきま

しては、社会資本整備総合交付金になっております。 

めくっていただきまして次のページ、６目教育費国庫補助金、収入済額７，８７０万６，０００円、前年度よ

り１億１，９３２万円余の減となっておりますが、内容につきましては、備考欄のとおりとなっております。 

まためくっていただきまして、１５款県支出金でございますけれども、収入済額１２億１，９０５万６，９６

７円は、前年度より１，４４７万円余、１．２％の増となりました。４１ページの下のほうから４３ページの上

の段のほうになりますが、１節社会福祉費負担金、備考欄、国民健康保険基盤安定負担金、障害者自立支援給付

費等負担金が増額となっております。 

 また、その下、２項県補助金につきましては、１目総務費県補助金、２目民生費県補助金、３目衛生費県補助

金が、それぞれ減額となりました。 

４４から４７ページにかけてになりますが、４目農林水産業費県補助金、また次のページの６目教育費県補助

金は、増額となりました。内容につきましては、備考欄で御確認いただきたいと思います。 

それでは、また少し飛びまして、４８、４９ページをごらんいただきたいと思います。３項委託金１目総務費

委託金中、４節選挙費委託金につきましては、２７年度実行されました県議会議員選挙の委託金となっておりま

す。５節統計調査費委託金につきましては、国勢調査の実施により増額になっております。 

同じページの１６款財産収入でございますけれども、収入済額１億１，８７３万１，７５３円は、前年度より

７，９４５万円余、４０．１％の減となりました。主に財産売払収入の減によるものです。次のページ、２項１

目１節不動産売払収入が減となっておる要因となっております。詳細につきましては、備考欄で御確認いただき

たいと思います。 

１７款寄付金は、収入済額４億４，７６７万５，３３２円、前年度より４億２，５１１万円余、大幅な増とな

りました。内容につきましては、備考欄に記載のとおりでございます。 

１８款繰入金でございますが、収入済額１０億８，５２４万９，８９０円は、５３ページにございます財政調

整基金繰入金等によりまして、１０億１，７６７万円余の増となっております。 

１９款繰越金でございますけれども、収入済額は７億１，５５９万１７３円で、前年度より５，２６３万円余

の減となりました。備考欄にあります前年度繰越金と繰越明許費繰越金は、決算説明資料の４ページの一般会計

の右上、２６年度の翌年度へ繰り越すべき財源６，６４６万円余と実質収支額６億４，９１２万円余の合計とな

ります。 

ページめくっていただきまして、２０款の諸収入でございますけれども、収入済額２１億４，７４６万９，５

５５円は、前年度より２億４６万円余の減となりました。主には５４、５５ページの勤労者福祉資金融資預託金

元金収入２，０００万円の減、中小企業融資あっせん資金預託金元金収入の１億１，７１０万円余の減によるも
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の。また、土地開発公社への貸付金元金収入の皆減等によるものです。諸収入中５項雑入につきましては、各担

当課におけるさまざまな収入となっておりますので、詳細につきましては５５から６３ページの備考欄で御確認

いただければ大変ありがたいです。 

少し飛びまして、６２、６３ページの２１款市債でございますけれども、収入済額２５億７，００５万２，０

００円は、前年度より１１億６，５９４万円、３１．２％の減となりました。決算説明資料の２９から３０ペー

ジに起債借入状況がございますので、そちらで御確認ください。 

最後になりますが、決算書６４、６５ページ、決算説明資料８ページをごらんいただきまして、決算書一番下

の歳入合計になります。平成２７年度一般会計の歳入合計の収入済額２８６億９，６９９万７８５円は、前年度

より７億４，２７１万円余、２．５％の減となりました。厳しい経済、財政状況ではございましたけれども、国

の補正予算に対応いたしまして、積極的な財源の確保に努めてまいりましたところでございます。以上をもちま

して、私からの説明を終わらせていただきます。 

○委員長 ちょうど１時間なりましたので、４時まで休憩させていただきます。 

午後３時５２分 休憩 

―――――――――― 

午後３時５８分 再開 

○委員長 それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

それでは、説明を受けた歳入全般の質疑を行います。委員の皆さんから質問はありませんか。 

○永井泰仁委員 ４９ページでございますが、信州Ｆパワープロジェクト用地貸付料でありますが、当初の説明

では約年間２，３００万円くらいにはなると思ったんですが、２，００３万円ですかね、このちょっと計算とい

うか、詳細について説明をしてください。 

○財政課長 これについては、公正証書を２５年１０月に策定したときにはですね、２，３７３万円ということ

でございました。これについてのところですね、建設中ということで、それについては２３７万円という、建設

期間中の部分についてはということでございます。それからその２，３７０万円を昨年の４月１日に改定をいた

しまして、２，００３万円という改定をしてございます。その結果、２，００３万円ということでございます。

改定をした結果でございますので、この貸付料で取り組みをしたということでございます。 

申しわけありません、ちょっと整理できませんで、申しわけありませんでした。発電施設の部分は建設中でご

ざいますので、２７年度の貸付料収入としては、その分を１０分の１にしてあるということでございます。 

○永井泰仁委員 そうすると発電施設まで全部できると、当初見込みの額にほぼなると、こういう見解でよろし

いでしょうか。 

○財政課長 そのとおりでございます。最終的には２８年３月末に、その辺の取り交わしをしてございます。そ

れがですね、製材施設が２，０１０万円。製材施設、動いておりますので２，０１０万円。発電施設は３６０万

円のところを３６万円。これはことしの取り決めでございますので、最終的には、完成いたしますと２，３７０

万円になると、そういうことでございます。ことしの収入は、そういうことで満額ではございません。以上でご

ざいます。 

○永田公由委員 先ほど柴田委員のほうから話がありましたけどね、例の手数料の収入未済額ということで、２，
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０４９万円の未済額になってるんですが、先ほどの説明だと９月末に一応負債の整理ができて、それから裁判所

の判断を経ていくと。その後、市としても対応をしていくというんだけども、いわゆる、このまんま推移してい

くと、多分破産宣告という形になって処理が進んでいくと思いますけど、その辺の見通しというのは、いつごろ

になるというふうに聞いてますか。 

〇生活環境課長 先ほど御説明しましたように、先ほどの過程でいくと１１月ぐらいには、なから結論が出るん

ではないかと考えております。 

○永田公由委員 そうすると、そのときにこの２，０００万円に対して、じゃあ幾らの額っていうかね、戻って

くる額というのが恐らく出てきて、その時点で不納欠損になる額っていうかね、そういったものが確定してくる

と思いますよね。それでその後ね、いわゆる破産してるから、シナダ産業さんにはもう請求できないということ

ですよね。破産しちゃえば、もう個人的に債権を請求することはできないから。そうなると今度不納欠損という

形で上がってきますよね。そのときに、いわゆる担当された職員の方とか、上司、市長、副市長含めてね、その

時点で処分をされるという考えですか。その辺、副市長どうですか。 

○副市長 職員の処分の関係ですから、私からお答えしますけども、その前にですね、破産になりますと当然債

権債務が確定をするまではいきませんが、少なくともこの２，０００万円が、いわゆる破産によって消滅をする

かどうかということが決まります。債権債務のある程度の流れが決まりますので、その時点で一定の結論が出て

いくんじゃないかと。先ほど破産によっても消滅しない債権であればですね、私どもが債権を持っておりますの

で、向こうは債務をずっと引き続き持つわけです。払える、払えないは別にしましてもですね。そうしますと、

我々は毎年、毎年ですね、その都度、その都度、請求書をきちっと出して時効が消滅しないようにやっていくと。

いよいよもう向こうが財産がなくて払えないということになれば、これはやっぱり不納欠損せざるを得ない。こ

れは条例に基づいて不納欠損をせざるを得ないというふうに思っていますので、今一番やることは、いわゆる破

産によって消滅をする債権ではないよというふうに、我々がきちんと裁判所に訴えることが、まず第一だろうな

というふうに思っております。そのことに全力を尽くしたい。ただ、いろんな法的な弁護士等の話を聞いてみま

すと、一般的にこの事例については、いわゆる証紙代というようなことを加味しても、商売上生じた債権債務と

同等に見なされるんで、一般的には破産によって消滅をする種類のもんであるというふうなことは、それは覚悟

しなきゃいかんよというようなことは言われております。状況としてはそういう状況でございます。それとは別

に職員の処分につきましてはですね、これは本会議でも申し上げましたとおり、不法とは言いませんが、非常に

手を抜いた債権管理がございました。我々としては本当にじくじたる思いでございますけれども、もう少し早く

きちんと手を打っていれば、ここまで、いわゆる債務、債権が膨らむことはなかったんだろうなという認識で、

私はおりますので、きちんとした処分をしたい。今、それに裁判所の債権債務の行方というのに全力を尽くして

おりますので、それとは別にできるだけ状況をきちんと把握をしまして、厳正なる処分をしていきたいというふ

うに考えております。 

○永田公由委員 それと市長が記者会見等で言及している、これはあくまでも預かったお金を使ったんだから犯

罪行為であるというようなことで、告発なり告訴なりということも視野に入れなければというような発言をされ

てますけど、現実的にやるとすれば相当のエネルギーなり、また弁護士費用なりなんなりがかさんでくるんです

けど、今現時点では副市長はどんなふうに考えておられますか。 
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○副市長 法的な流れを見てますとですね、私は少なくとも告訴、告訴も刑事告訴と、それから民事のいわゆる

損害賠償請求という両方のことが考えられますけども、法的な流れから見ていれば、それがしかるべきやり方だ

ろうというふうに思っております。しかしながら、今、委員さん御指摘いただいたとおり、裁判費用等々につき

ましても非常に多額な額がかかるというふうに言われておりますし、告訴、あるいは損害賠償請求をしても、本

当に得られるものがあるのかどうなのか。得られないものがあるとするならですね、もしそれが市側の損失の上

乗せみたいなことになったら、それはどういう責任の取り方があるんだろう。いわゆる負けるけんかをしかけて

いくっていうことになるんだろうか、いうふうなことをいろいろ実は考えておりまして、非常にこれは慎重に判

断をしていくべきことだろうというふうに思っております。 

○永田公由委員 いいです、私は。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○永井泰仁委員 平成２７年度で特別土地保有税が１，８２０万円くらいかな、ということで２５年度くらいは

なかったんですが、ここへきて保有税収入が入ってるわけですが、これについて説明してください。 

○税務課長 では、特別土地保有税につきまして、説明を申し上げます。まず、特別土地保有税につきましては、

法人及び大規模土地の所有者、取得者による土地投機の抑制防止と土地の有効利用のために、昭和４８年に制定

施行された税目となっております。税率につきましては保有分が１．４％、取得分が３％となっております。た

だこちら平成１５年度の税制改正によりまして、地価抑制から有効利用の促進ということで、特別土地保有税に

つきましては、平成１５年分以降の取得分と平成１５年１月１日以降の取得された土地に対する保有税につきま

しては、課税が停止とされております。ただ今回の該当する土地につきましては、平成１３年２月９日に取得さ

れた土地となっております。そのために平成１３ 年度分の取得分と平成１４年分の保有分につきましてが、恒久

的な工場等のように供される土地ということで、その時点で徴収猶予の承認を得た土地となっております。その

ために今までの間、徴収猶予という形で税額が残っていた土地になっております。それが平成１７年度の税制改

正によりまして、もう１０年間その徴収猶予期間が延長されまして、実際には取得分で平成２８年８月まで、保

有分で平成２９年１１月までという延長なっておりますが、こちら昨年度になりまして、該当する土地の所有者

のほうから工場等の建設のめどが立たないということで、徴収猶予の取り消しの申請が出てまいりまして、その

取り消しを行いまして、それまでの徴収猶予分につきましての税額をお支払いいただくというような経過になっ

ております。 

○永井泰仁委員 わかりましたが、今後こういうケースはかなり出てくるというふうに判断はされますか。 

○税務課長 今まで徴収猶予になった案件につきましては、この１件のみでありましたので、今後出てくるケー

スはございません。 

○副委員長 ちょっと戻って済みませんが、先ほどの永田委員さんの話の中で、要は経過的なこととかですね、

シナダさんはよくわからないと言ってるんですね。そういうことの中でいろんなことがうわさされたり、話があ

ってるんで、私はしかるべきときにきちんと説明をすべきことだというふうに考えていますけれども、まずその

説明をするのかしないのか、するとしたらいつの時点でするのか、お聞きをいたします。 

○副市長 今の御質問は、議会に対してっていうことでしょうか。 

○副委員長 いえ、市民の皆さん。 
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○副市長 議会に対してっていうことは、市民の皆さんに御説明するっていうことだと思いますので、今までも

全協等で経過等につきましては、お話をしてまいったところでございます。なお、これからの見通しにつきまし

ては今申し上げましたとおり、相手側の弁護士が裁判所に手続中でございますので、その経過を見ながらですね、

我々も今、いわゆる消滅する債券ではないよという訴えをきちんとしていくと、こういうことが今、我々がやれ

ることなのかなあというふうに思っておりますので、経過につきましては、全協でお話し申し上げたとおりでご

ざいますので、一定のところが出ましたら、また改めて以降の経過も含めまして、御説明をしたいというふうに

思っております。 

○副委員長 私らは説明を聞いてますんでわかるわけですが、わかる範囲内では、私どもは聞かれた場合に説明

はしてますけども、結構ですね、何て言うんですかね、うわさとか推測をもとにした話というのが、市民の皆さ

んの中には結構あるもんですから、そういうことは、市としての立場としてもはっきり説明すべきだと思うんで

すね。機会とすれば、もうここまで来てしまってますから、そういういろいろなものは整理されて、職員の処分

と言いますか、そういうことも考えられているようですから、そういった折にあわせてですね、きちんと説明さ

れますように要望しておきます。 

○副市長 これは、私どもの債権管理の手落ちももちろんございますが、相手側の不法行為もございます。した

がいまして、これを白黒つけろということになりますとですね、先ほど申し上げましたとおり、法的にどういう

形で処理をするか、少なくとも告訴をしていくのか、あるいは損害賠償請求をするのかということが、私は法的

な、もし市民の間で幾らかでも不信を持たれるようであればですね、きちんと法的な手続をとるというのが順当

ではなかろうかというふうに思っております。私の耳にもですね、ちょっと言葉は悪いですけども、市役所によ

って潰されたというようなこともですね、言われているようなことが入ってきておりますんで、そこはしっかり

私どもはきちんと御説明を申し上げながら理解を得てく。私どものやっぱり債権管理の手落ちというのはたくさ

ん、たくさんと言いますか、ありますんでですね、これはこれとしてきちんと処分をするなり、対応をしてまい

りたい、こういうことでございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○副委員長 告訴についてもですね、取れる当てもないのに多額の費用をかけてと先ほどお話があって、それは

そういうことだと思うんですね、普通に考えていくと。そのこともどうしてやらないのかって思う市民の皆さん

もいると思いますし、そういうことも含めて説明してもらったほうがいいのではないかということを申し上げた

んで、重ねての要望にしておきます。 

〇議長 一般的に裁判所から破産宣告を受けても、それはあくまで個人が破産をして準禁治産者になるだけであ

って、いわゆる借財は消えないわけなんですよね。ただ消えるのは、免責をとらないと消えないわけなんですよ

ね。それで、債権者が何人いるのか、債権額が幾らになるのか。そうするとその債権額の何パーセントくらいを

いわゆる分配金、貯め金として出して、それで債権者にみんな分配していくと。それらの過程を見た上で、裁判

所がいわゆる誠意ある対応をしていれば、免責はとりやすくなるだろう。ところが、まるっきり自分のことしか

でやっている場合には、免責はなかなかとれないと。もし仮に今回免責をとれたとすれば、今言われているよう

な告訴だとか、損害賠償とか、これは一切できなくなるわけですね、免責という形でもう責務を命じられないん

だから、裁判所から。だから、そこらんとこは、いわゆる弁護士と、あるいは向こうの意向なんかを見たり、種

銭どんだけ積めるのか、債権額が幾らになるのか、そこらを総体を見ていかなければ、私はわからないだろうと、
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こんなふうに思いますけど。だから、ただ安易にもしあったら告訴します、損害賠償請求しますと言っても免責

をとられちゃったらどうにもなりませんので、やはりそこらのことで言い回しがある程度必要かなあと、こんな

気がします。済みません。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○永田公由委員 ５５ページの雑入のところで、収入未済額が３，８００万円あるんですよね。それで、総務で

９００万円、民生で２，７００万円、これどういった性質のものか、ちょっと説明してくださいますか。 

○財政課長 これについては、５７ページにございますけれども、民生費雑入の中で２，７５６万円収入未済ご

ざいます。これは生活保護の返還金でございますが２，６００万円余ございますし、児童手当の返還金について

もちょっと額あれですけれども、未収金として処理されているというのが、大きなものでございますし、ちょっ

とページ戻りますけれども５５ページの４目の雑入９３０万円、収入未済ございます。これは住宅新築資金の未

収金として処理されている２人分の未収金が、ここに残っているということでございますし、ちょっとページ飛

びまして６１ページになりますけれども、６１ページの９節の教育費雑入１１５万円ほどあります。これは給食

費の未収金として処理されているというものでございます。以上でございます。 

○永田公由委員 生保のいわゆる返還金というのは、生活保護を受けてたんだけども、不正請求みたいな形で返

還しなきゃいけなくなって、それが取れてないってこういう理解だと。 

○財政課長 そういうことです。 

○永田公由委員 何件くらいあるんですか。 

○財政課長 申しわけございません。ちょっと今手元に資料がございませんので、後ほど御答弁させていただき

ます。 

○永田公由委員 いい、担当が違うでいいけどさ。これ、もし不正請求だとすると、えらいことだよね。不正請

求で返さないということになるとさ、犯罪行為だよね。 

○財政課長 それはしっかりと請求をして返還を求めていくということになろうかと思います。 

○永田公由委員 それと総務費雑入の関係で住宅資金の２人分っての、これ前からいろいろとあって問題のある

のだと思うんだけど、これは返還はされているわけ、１年に幾らかでも。 

○財政課長 これは債権のところに処理してありますけれども、４２７ページにありますとおり、返済金として

額はわずかですけど４２万８，０００円が、２７年度に返還されていると。継続して返還はされているというこ

とでございます。 

○永田公由委員 されている。それじゃあ、いいわ。 

○柴田博委員 ６５ページの一番下に臨時財政対策債があります。約１１億円ですが、この数字そのものはどう

いうふうに決まってくるわけでしょうか。聞いているところでは、国のほうで全国の自治体に交付する金額が足

りない分を臨時財政対策債として一時的に借金をするということなんですけど、この額そのものはどうやって決

まるのか、もし簡単に説明できれば。 

○財政課長 これは交付税の算定におきます基準財政需要額と収入額の差額で財源とする分が出てまいります。

それに全国の比率を当てはめて、それに補正係数を掛けて算出すると、そういう取り決めになっておりますので、

その算式で出されるというものでございます。 
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○柴田博委員 そうすると説明資料の１２ページのところに、基準財政需要額の内訳のところに臨時財政対策債

分だけが引かれてるわけですけれども、これは後から計算した額を改めて引くという形になるわけですか。 

○財政課長 はい、そういうことでございます。計算された額を需要額から引きますので、その分交付税が減り

ます。交付税分を起債に切りかえると、そういう財源でございます。 

○柴田博委員 後から国から交付されるということで聞いてるわけですけど、具体的にはどういう形で交付され

てくるわけでしょうか。 

○財政課長 これは、後年度措置でございますので、これを償還する年度に元利償還金分が交付税に算入される

と、そういう仕組みでございます。 

○柴田博委員 １０年ぐらいかかるわけだ。 

○財政課長 はい。 

○柴田博委員 もう１点。それとあと決算カードに経常収支比率を計算する場合に、臨時財政対策債を除いた場

合の数字というのが入っていて、これを見ると９８％と非常に高くなるわけですけども、これはずっとこういう

形で記載することが求められているわけですか。 

○財政課長 これは全国の統一したルールで、このような数字を両方出しております。 

○柴田博委員 どういう意味でこういうふうに。 

○財政課長 実質的に借入金は借入金でございますので、それは、借入金収入も一般財源に含めて出した数字と、

それを外した額で計算する数値と両方を捉えていると、そういうことでございます。 

○柴田博委員 この臨時財政対策債ができる前は、当然これはなかったわけだから、その前の数字というのは、

今で言えばこの括弧の中の数字になるわけですよね。そうすると前の数字と比較する場合には、この括弧の中の

数字を使ったほうがいいという、そういう形になるわけですか。 

○財政課長 臨時財政対策債を含めてですね、一般財源総額として捉えておりますので、この臨時財政対策債が

スタートする前は、そういうことでございます。交付税として措置されたものでありますし、後年度分に回さず

に措置されたものでございますので、ちょっとしっかりとした根拠はございませんけれども、括弧書きの数値で

捉えてたのではないかなというふうに思います。 

○委員長 なからよさそうですか。 

 ちょっと全体の中でお聞きしたいんですが、副市長にちょっとお聞きしたいと思います。移住定住についての

関連でちょっと確認をさせていただきたいんですが、実はコンパクトシティということで、先般、議員さんのほ

うから質問がありまして、その中で再質問の中で、コンパクトシティで将来はコンパクトのまちをつくるという

ことの答弁で、要は農村部の人はまちに出るのかというようなことをですね、この質問の中でされたんですよね。

というのは、私どもは農村部に住んでる人間としてはですね、非常に農村部で頑張っていきたいと、こういう視

点で自分たちも日ごろ地域の中で頑張ってるつもりなんですが、そういうことが市で仮にそういうような政策、

あるいは誘導をするというようなことになるとですね、これは、農村部に住んでる我々としては、そんなに努力

してもしょうがないじゃないかということになるわけですので、そこら辺が庁内で統一されたっていうようなこ

とは１回も聞いたことないし、どうしてっていうようなふうに感じるわけなんですが、そこら辺をちょっと統一

された見解なのか、ちょっとそこら辺を聞かせてもらいたいと思いますが。そのときに部長は非常に言いにくい
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けれども、そのようになると考えていると答えたわけですがね。ちょっとそこら辺、私も不安なもんですからお

願いをしたいと思います。 

○副市長 部長の答弁は、私あんまり的を射ていないというふうに思っております。もともとですね、私どもは

線引き都市でございますんで、市街化区域と市街化調整区域と、それから都市計画区域外、いわゆる都市計画区

域外というのは、洗馬と宗賀の南部と北小野、こういうことになりますけれども、そういうところのまちづくり

として、もともとまちづくりは今までずっと長い間やってきたわけです、昭和三十何年からですね。そんな中で

市街化区域は、当然その区域区分、いわゆる用途地域がございますから、もともとその用途地域の中で都市的な、

いわゆる集積をするところと、そうではなくて良好な住宅地として住宅地とするところ、あるいは工業を盛んに

するところというふうに分けてきてですね、むしろそのコンパクトシティを、もう線引きのときからしっかり意

識してやってきたわけですね。今、国の政策としてどうしてもコンパクトシティ、コンパクトシティと言うもん

ですから、それは、じゃあそういう政策の中で、もう１回区域区分のある中ではありますけれども、それをもう

少し集約化していくというようなことをやっていかなくちゃいかん。これは、いろんなインフラもそうですし、

そういうことを含め合わせてですね、もうちょっと小さくしていかなきゃいかん。これは、私は市街化区域の中

の作用だというふうに思っております。したがって、市街化区域をこれからどんどん大きくしていく、あるいは

区画整理をして大きくしていくということは、これからを考えられないんだと。一方では調整区域と、それから

都市計画区域外がございますので、調整区域というのはやっぱり農村部をしっかり守っていっていただくってい

う認識は、私どもとしては持っておりますので、そういうところの人口を都市に誘導して、農村部が疲弊してし

まっていってしまえばですね、それは畑や田んぼや、そういうとこが、やっぱり農業が疲弊していってしまうと、

こういうことになりかねませんから、そこから都市へ人口を誘導するということは全く考えておりませんし、そ

この人口をやっぱりある程度ですね、ふえるかふえないかわかりませんけれども、それはふやすような努力、あ

るいは今のような状況を保つような努力はしていかなくちゃいかん。そういう意味で、中村議員の御質問もあり

ましたけれども、都市計画法の３４条の１１号とか、１２号を使ってきちんとした、いわゆる集落を補完するよ

うな人口のあり方、先ほどの御質問にもありましたけれども、長男がうちのそばへうちを建てたいと思ったら建

たらんというようなことは、本当は都市計画法をきちんと読んで、開発行為をきちんと理解するとですね、それ

はないんですよ。それはできるんですよ。ただそれをできるような形で政策的にどう持っていくのかっていうこ

とは、その方法論としてはありますけども、それはできます。市街化調整区域をそういう形でやっぱり現状を維

持していく、少なくともそういう農村部を支えていく人たちをきちんとしなきゃいかんと、こういうことを考え

ています。それから都市計画区域外は、それぞれ非常に特徴のある地域ですよね。皆さん本当に頑張っていって

いただいています。洗馬は洗馬でですね、きちんと農村地域を守っていただいていますし、山も守っていただい

ていますし、それから小さい範囲でですが、住宅地の開発も続けて、民間のサイドで続けていっていただいてい

ます。それから楢川はですね、例えば平沢なんかは、今、新しいクラフトをやるデザイナーとかそういう人たち

が、町の力の中で少しずつ入ってきてるんですよね。入ってきてる、そういう種をですね、例えば空き屋を持っ

てたら、それを貸してあげるとか、提供してあげるとかっていうことを地域の努力としてやっていただいている

もんですから、そういう芽がだんだん出てくる。それから北小野、委員長御存じのとおり、一生懸命努力をして

いただいている。都市との交流も非常に盛んになってきている。そういう中で、それぞれの特徴がある地域をで
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すね、やっぱりそこの地域からどんどん人がいなくなるようなことは、我々としては政策的に進めるべき話では

ないし、むしろそういう地域の活動をきちんと補完しながら、我々がどういう支援ができるのかということを考

えるべきだということで、考え方はそういう基本的な考え方であります。ただ市や公共が何かやってくれるだろ

うというようなことではなくて、そこの皆さんがこういうふうにやりたいとか、ああいうふうにやりたいとかっ

ていうことの発意があれば、それは必ず実現できるもんだなあというふうに私どもは思っております。そんなこ

とを申し上げて、答えになるかどうかわかりませんけれども、そんなまちづくりをしていきたいなというふうに

思っております。 

○委員長 ありがとうございました。ということは、今まで私どもが行政の皆さんから説明を受けて、信じてや

ってることをそのまま頑張っていきゃあいいということですね。ありがとうございました。 

それでは、これより自由討論を行いたいと思いますが、ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないようですので、議案第１号平成２７年度塩尻市一般会計歳入歳出決算認定について中、当委員会

に付託された部分について、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１号平成２７年度塩尻市一般会計歳入歳出決算認定について中、当委員会に

付託されました部分について、全員一致をもって認定すべきものと決しました。 

本日は、ここまでといたします。御苦労さまでございました。 

午後４時３５分 閉会 
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